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第1章 緒　論

1.1 はじめに

生体は骨や歯などの生体硬組織と，筋や靭帯，脳，血管等に代表される生体軟組織

により構成されている (1)．これら生体組織の力学的特性を評価することは，医療に

おける疾患部位の特定 (2)(3)や医療器具の開発 (4)，交通事故における損傷の解析 (5)，

食品工業におけるテクスチャー (6)，美容における肌や髪の質 (7)～(9)等々の広範囲な

分野において，それぞれ重要な意義を有している．この生体組織の力学的特性の評

価法としては，機械工学における標準的な材料試験方法である引張試験 (10)，圧縮試

験 (11)(12)，せん断試験 (13)(14)，衝撃試験 (15)や振動による評価 (16)，また近年では対

象とするモノを損傷させずに物性を計測できる球圧子を用いた押込試験 (17) などに

より，様々な研究がなされている．これにより生体組織に対する力学試験は，組織

を切り出すことで試験片実験を行う in vitro，組織が生きている状態で行う in vivo，

生体個体内の本来的にあるべき場所で実験を行う in situといった用語で示される実

験環境において，様々な部位について行われており，それらは徐々にデータベース

化されてきている (18)(19)．また，近年のコンピューターパワーの向上を背景として，

システム生物学の分野ではコンピューター上でのシミュレーションを実験環境のよ

うに見立てて in silicoという用語も使用されるようになってきている (20)．バイオメ

カニクスの分野でも同様の時代背景により，有限要素法（Finite element method）

を主とした数値シミュレーションによる研究 (21)～(25) が現在も盛んに行われている

が，ここで有効な解析結果を得るために重要となるのは生体組織の力学的特性をど

のように適切に評価し，それを表現するかという点にある．

生体組織の中で，特に動物の体重のおよそ 40%を占める骨格筋（Skeletal muscle）

は運動作用の源であり，また外力による衝撃を吸収して骨や内臓を保護する機能を

1



2 1.2　骨格筋の構造と力学的特性

持つため，その力学的特性の評価および表現は特に重要と考えられる．ここで特徴的

な生体組織の力学的特性としては，複数の要素から構成されることによる不均質性

や，機能をうまく発揮できるように構成要素が配向していることによる異方性が挙

げられるが，さらに生体軟組織では構成成分のおよそ 80%が水分 (26)であることに

起因した粘弾性特性 (27)～(29) に着目することが外力による衝撃吸収という機能を表

現するために有効であると考えられる．よって，生体に関する数値シミュレーション

をより有効な手法とするためには，力学的特性について骨格筋の複雑な非線形粘弾

性特性を評価可能とする手法と，それに基づいた計測システムの開発が必要となる．

1.2 骨格筋の構造と力学的特性

骨格筋は生体自身の意志により動かすことができるため，随意筋と呼ばれている．

生体ではこの他に内臓や血管等の様に無意識に動く不随意筋があり，神経系の分類

によると随意筋は運動神経に，不随意筋は自律神経により運動が制御されている．

骨格筋を顕微鏡により観察すると周期的な濃淡の横縞が観察されることから横紋筋

とも分類されている (30)．

骨格筋は図1.1に示すように，最大で約300mmと非常に長い円柱形の筋線維（Mus-

cle fibers）が束になることにより構成されている．筋内膜（Endomysium）に包まれ

た直径 10～100μmである筋線維が筋束（Fascicle）を構成し，筋周膜（Perimysium）

に包まれた筋束がさらに束になることで骨格筋を形成している．また筋線維の横紋

（Cross striation）は図 1.2に示すように，A帯（A-band），I帯（I-band）と呼ば

れる暗いバンドと明るいバンドの繰り返しにより観察される．またこの I帯は Z線

（Z-line）と呼ばれる暗い横線によって 2等分されている．筋収縮の最小単位は Z線

から次の Z線までの部位で筋節（Sarcomere）と呼ばれており，安静時の筋におい

て，この筋節の長さは約 2.5μmであると言われている．さらに筋線維は，筋原線維

（Myofibril）と呼ばれる細い円柱形のフィラメントの束で満たされている (31)．

次に図 1.3に筋原線維と筋フィラメント（Myofilament）の構造の模式図を示す．

筋原線維は直径が 1～2μmで，筋線維の長軸方向に平行に走り，筋節の端と端が結

合しあって鎖のように繋がった構造をしている．隣り合った筋節は外側に向かって

同様に配列しているので，筋全体として特徴的な横紋を示すことになる．筋原線維
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は主に太いミオシンフィラメント（Myosin filament）と細いアクチンフィラメント

（Actin filament）から構成されており，筋線維の暗いバンド（A帯）と明るいバン

ド（I帯）からなる横紋は，この 2種類のフィラメントが対称に筋原線維の長軸に

沿って重なって並んでいることにより生じるものである．つまり，ミオシンフィラ

メントとアクチンフィラメントが重なっている部分がA帯となり，アクチンフィラ

メントのみの部分が I帯となる．筋の能動的な収縮ではこのミオシンフィラメント

とアクチンフィラメントの滑りにより生じると言われている (32)．

Fig.1.1 Schematic of skeletal muscle.

Fig.1.2 Schematic of muscle fiber.
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Fig.1.3 Schematic of myofilament.

このような線維構造を有する骨格筋の力学的特性は，筋線維方向とその周方向で大

きく異なると考えられる．線維構造を有する工業材料に対する力学的特性の評価方法

について，一部ではあるが表 1.1に 2013年 6月現在の JIS規格（Japanese Industrial

Strandards）を示す．これらの共通点は，試験片の作製に関して線維方向を考慮す

ることを規定しているところである．このことから，骨格筋の力学的特性を評価す

る場合にも筋線維方向について留意した力学試験を行う必要がある (33)．

また，前述のように骨格筋は約 80%が水分で構成されている．筋線維内での水の

状態については未だ不明な点も多いが，タンパク質と強く結合した結合水と細胞内

外に含まれている自由水があると言われている (34)(35)．このような水分を含むものの

材料特性は乾湿状態や温度などの実験環境に大きく影響を受けることが知られてお

り，表 1.2に示す JIS規格では水分を含む物質に関して，水槽内で含水率を安定させ

た後に実験を行うなどの方法を規定している．生体組織の力学的特性評価でも水槽

内で実験を行っている研究例がある (36)．これに加えて実験環境に関しては，骨格筋

の内部には筋収縮時や体の姿勢によって筋内圧が生じることが知られている (37)(38)．

また，重量挙げなどのスポーツで使用されるベルト (39) や腰痛対策で使用される医

療用コルセット (40) など，外力によっても骨格筋には圧力が作用する場合が考えら

れるため，圧力環境を考慮して変形特性を評価することも重要であると考えられる．

1.3 粘弾性特性の解析手法

一定ひずみ下で時間と共に応力が減少する応力緩和現象や，一定応力下で時間と

共にひずみが増加するクリープ現象，除荷後に変形が時間をかけて元に戻る遅延弾
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Table 1.1. JIS about evaluation of mechanical properties for fiber structure.

Standard No. Title

JIS K1477 Test methods for fibrous activated carbon

JIS L1069 Tensile strength tests of natural fibres

JIS R1643 Testing methods for interlaminar shear strength of

continuous fiber-reinforced ceramic composites

JIS Z2101 Methods of test for wood

Table 1.2. JIS about evaluation of mechanical properties for moist solid.

Standard No. Title

JIS A1107 Method of sampling and testing for compressive

strength of drilled cores of concrete

JIS T6512 Dental agar impression materials

JIS A1439 Testing methods of sealants for sealing and glazing

in buildings

JIS L1912 Test methods for nonwoven fabrics of medical use

性，変形速度が速いほど硬く振る舞うひずみ速度依存性など，時間に依存した変形

挙動を示す粘弾性特性に対する評価法については，後にそれを応用して数値シミュ

レーションを行うことも想定して検討する必要がある．生体軟組織における粘弾性

特性の解析手法としては，大きく分けると以下の 2通りが提案されており，次節に

それぞれを取り上げる．

(1) 固液混相理論（Biphasic theory）による解析 (41)～(47)

(2) 粘弾性構成モデルを用いた解析 (48)～(53)

1.3.1 固液混相理論

固液混相理論とは固相と液相の相互作用を連続体力学で扱う理論で，関節軟骨の

圧縮における粘弾性挙動を解析においてMowら (41) により考案されたものである．

関節軟骨は，プロテオグリカンやコラーゲン線維からなる細胞外基質と約 80%の水

分で構成されており，変形により内部に圧力勾配が生じることで液相が固相間を移
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動する．このときの摩擦力，すなわち拡散抗力を浸透率（あるいは透過率）kで表現

し，これを推定することで粘弾性挙動を解析するものである．この固液混相理論は

関節軟骨に限らず，固相・液相間の相互関係がマクロな変形挙動において支配的と

みなせる場合に有効と考えられるため，生体組織では脊髄 (42)や椎間板髄核 (43)(44)，

脳 (47)などの変形解析への適用が研究報告されている．但野らの報告 (42)を引用とす

ると，以下の条件で固液混相理論を記述することができるとされている．

(1) 両相とも化学的に不活性

(2) 固相と液相は互いに混ざり合わない

(3) 各相は非圧縮性

(4) 固相は線形弾性的でひずみは微小

(5) 液相は粘性が低い

(6) 慣性力と物体力は無視できる

(7) 各相間で角運動量の交換は行われない

これらの条件の下で，固液混相状態の連続体基礎方程式が導出される．まず質量保

存則に基づく連続は添え字 s，fがそれぞれ固相，液相の物理量を表すとして次式で

示される．

div(φsvs + φfvf) = 0 (1.1)

ここで vは速度，φは体積分率であり φs + φf = 1の関係が成立する．次に各相の運

動量保存則は次式となる．

divσs + π = 0 (1.2)

divσf − π = 0 (1.3)

ここで σは応力テンソル，πは拡散抗力である．また固相，液相それぞれの構成則

は次式で与えられる．

σs = −φspI + λstr(ε
s)I + 2μsε

s (1.4)

σf = −φfpI (1.5)
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pは圧力，Iは単位テンソル，εはひずみテンソル，λsと μsは Lame定数である．こ

こで拡散抗力 πについては次式の関係があるとされている．

π = −p∇φf +K(vf − vs) (1.6)

ここでKは拡散抗力係数であり，浸透率 k と次式の関係があることが実験により求

められている．

K =
(φf)2

k
(1.7)

以上より，浸透率 kを求めることで式（1.7）より拡散抗力係数Kが得られ，これを

式（1.1）～（1.6）に用いることでマクロな変形が理論的に解析される．なお，この

浸透率 k に関しては，外周を拘束した単軸圧縮試験からの推定やひずみ依存性の付

加などが提案されている．

この固液混相理論は有限要素解析への導入も行われており，変形解析に関する検

討にも使用されている．ただし，陳らの報告 (47) によると，脳の変形解析では固相

と液相の 2相構造のみで粘弾性特性を表現するのは不十分であり，この対応として

固相の構成則について次節に示す粘弾性構成モデルを適用することで実現象を再現

することができたとされている．これを考察すると，生体組織の中には粘弾性特性

について固相・液相間の相互関係を支配的とみなせない場合もあるということとな

る．本論文で対象とする生体軟組織については 1.2節に述べたように，骨格筋の構

成成分である水分の状態にタンパク質と強く結合した結合水があるとされているこ

とから，固相単体の変形挙動も粘弾性特性を示す可能性がある．よって，生体軟組

織の変形解析について固液混相理論を適用する場合には，固相の力学的特性につい

て検討する必要があると考えられる．

1.3.2 粘弾性構成モデル

粘弾性体の変形挙動の解析では，バネ要素とダッシュポット要素を組み合わせた

力学模型である粘弾性構成モデル (48)を使用する手法がある．図 1.4に示すような，

最も簡単な粘弾性構成モデルであるバネ要素とダッシュポット要素を 1個ずつ直列

に配置したMaxwellモデルは，気体分子運動論における気体圧力の緩和を論じるに

あたり提案された直列粘弾性の概念であり，1867年に J.C. Maxwellにより提案され



8 1.3　粘弾性特性の解析手法

た (49)．1878年にはWilliam Thomson（後の Lord Kelvin）が遅延弾性（弾性余効）

について考察し，並列粘弾性の概念を提案した (50)．また，これと同様の概念を 1889

年にW. Voigtが固体における結晶の内部摩擦に関する力学的考察から提案しており

(51)，現在では図 1.5に示すようなバネ要素とダッシュポット要素を 1個ずつ並列に

配置した粘弾性構成モデルをVoigtモデルと呼んでいる (54)．

このように 1860年代から提案されてきた概念に基づく粘弾性構成モデルは，前節

の固液混相理論と比較すると古典的な解析手法と言えるが，バネ要素・ダッシュポッ

ト要素の個数や物性値，配置方法の自由度により汎用性が高いため，生体組織や高

分子材料，食品，粘土，地層などの粘弾性特性に対する評価・解析に広く使用されて

いる．ここで，粘弾性構成モデルにおける要素の個数や配置に関する考え方として

は，モノの内部構造を出来うるだけ反映させる方法 (55)(56)と，実験により観察した

粘弾性特性を高精度に表現できるように調整する方法の 2通り (57)がある．粘弾性構

成モデルを使用するということは，分子構造にまで立ち入らない連続体力学に基づ

く評価・解析であるため，分子動力学をミクロとするのであれば，前者の考え方は

ミクロとマクロの間とされるメゾスコピックな視点によるアプローチといえる．こ

の方法では，物性値を一義的に同定できる手法が確立できれば，モデルの各要素が

モノを構成している物質の力学的特性を表していると考えられるため，定量的で詳

細な評価を行うことができる可能性を有しており，学術性が高いといえる．しかし

ながら，モノの内部構造を忠実に再現しようとすればするほど要素数は増大し，そ

Fig.1.4 Maxwell model.

Fig.1.5 Voigt model.
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　 (a) Maxwell type. 　　 (b) Voigt type.

Fig.1.6 Generalized viscoelastic models.

の配置も複雑になるため，物性値の同定や有限要素式の導出が困難となることによ

り実用性が低下する傾向にある．一方で，後者の方法は実用面で優位性があり，特

に図 1.6に示すようなMaxwellモデルや Voigtモデルを可能な限り複数個並列に配

置した一般化粘弾性モデルが使用されている (58)～(63)．近年では，市販の非線形有

限要素解析ソフトにも一般化粘弾性モデルが導入され，様々な解析結果も報告され

るようになってきている．しかしながら粘弾性特性の評価という面では，複数材料

の比較や触診・食感などのヒトの感覚と各要素の相関に関する考察において，バネ

要素・ダッシュポット要素が多数あることから困難が伴うと考えられる．

以上より，粘弾性構成モデルを使用した評価・解析では，力学模型を構成するバ

ネ要素やダッシュポット要素の数を出来うる限り少なくしながらも，複雑な粘弾性

挙動に適用できるような手法が望ましいと考えられる (64)．

1.4 本論文の目的

本論文では，生体軟組織の外力に対する粘弾性特性について，最小限の要素数と

考えられる粘弾性構成モデルを用いた実用性の高い評価手法の開発を目的とする．

まず粘弾性構成モデルには，バネ要素とVoigtモデルを直列に配置した 3要素固体

モデル（Standard model）を使用することとし，少ない要素数で複雑な変形挙動を
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評価するために，バネ要素とダッシュポット要素の物性値にひずみ依存性を与える

ことで非線形化した物性パラメーターを用いることとする．この物性パラメーター

の算出には，粘性を無視することができると考えられる極低速を含む 3つの異なる

ひずみ速度による単軸引張試験から得られる応力－時間曲線を基準データとして使

用する方法を提案する (64)．

ここで生体軟組織の粘弾性計測システムについては，応力とひずみを算出するた

めに in vitroな実験環境として，複数のひずみ速度における試験を可能とする高速

引張試験機と，この in vitroな環境においても生体軟組織が本来置かれている生体

内環境を再現するための疑似生体内環境槽 (66) を開発する．特に，この疑似生体内

環境槽は溶液中での引張試験を可能とし，圧力，温度を調整可能な性能を有するも

のとする．この計測システムを用いて，複数の圧力環境下におけるニワトリの深胸

筋に対する引張試験を行うことで，一定ひずみ速度における引張を行う負荷過程と

変形停止後の応力緩和過程についての基礎的なデータを得ることとする．

また前述のように，この複雑な生体軟組織の粘弾性特性を評価するために，本論

文では 3要素固体モデルに非線形な物性パラメーターを導入することとする．この

物性パラメーター算出では，ニワトリの深胸筋に対して、粘性を無視することがで

きるとする極低速を含む 3つのひずみ速度における引張試験から取得した基準デー

タを使用する．この手法の有効性は，算出された物性パラメーターを用いた引張試

験のシミュレーションと実験結果を比較して検討する．その上で特に，極低速なひ

ずみ速度における実験結果を補正する方法や，応力応答の曲線近似におけるべき・

指数積近似式の有効性 (65) についても検討することで，より実用的なパラメーター

算出方法を提案する．

1.5 本論文の構成

本論文は，粘弾性構成モデルに関する基礎理論を示す第 2章と，計測システムの

開発と引張試験により取得した軟組織の変形特性に関する基礎データを示す第 3章，

3要素固体モデルの非線形物性パラメーターの算出手法と軟組織に対する引張試験

から得た基準データへの適用について示した第 4章，今後の展望を述べる第 5章で

構成される．
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第 2章では，広く使用されている粘弾性構成モデルに関する基礎理論を示した後

に，本論文で対象とする生体軟組織の粘弾性変形挙動についての予測を行い，これ

を評価可能とする最小要素数および配置となる粘弾性構成モデルについて示す．ま

た，ここで選定された 3要素固体モデルについて，後の数値解析への展開も考慮し

て，動的陽解法による有限要素式の定式化についても示す．

第 3章においては，まず粘弾性計測システムとして高速引張試験機と疑似生体内

環境槽の開発について示す．ここでは特に，引張試験機の荷重軸が環境槽の側面壁

を貫通する構造を採用することとし，この構造が微小荷重計測に与える影響を評価

する．またこの評価の後に，ニワトリの深胸筋を供試体とした試験片に対して 4種

類の圧力環境下で試験を行う．これにより一定ひずみ速度による引張を行う負荷過

程と変形停止後の応力緩和過程における応力－時間曲線を取得することで，これを

生体軟組織の粘弾性変形挙動に関する基礎的なデータとして示す．

第 4章では，前章で明らかとなった生体軟組織の強い非線形な粘弾性特性を評価

するために，ひずみ依存性を付加した物性パラメーターを導入した 3要素固体モデ

ルの使用について検討する．具体的には各物性パラメーターの算出について，3つ

のひずみ速度における引張試験から得られる負荷過程の応力－時間曲線を使用する

手法を示す．また，ニワトリの深胸筋を供試体とした試験片に対する 3つのひずみ

速度での引張試験から得られた基準データに，このパラメーター算出手法を適用し

た結果を示す．この手法の有効性については，算出した物性パラメーターを使用し

たシミュレーションと実験結果の比較により確認を行う．なお，この確認過程にお

いては軟組織の力学的特性に対する計測技術の高精度化のために，極低速ひずみ速

度における基準データの補正方法や，応力応答の曲線近似法として提案したべき・

指数積近似式の有効性についても示す．

最後に第 5章では，本論文のまとめと今後の展望について示す．特に展望に関し

て，本論文に示した粘弾性評価法では引張試験を用いるために非侵襲性が求められ

るヒトへの適用が困難であるが，近年開発された「モノの弾性を触診メカニクスに

より計測するデスクトップロボット (67)」では，モノを傷つけることなく応力－ひず

み関係を推定できるとされている．この技術の応用により本評価法を，疾患の特定

検査に関する技術へ応用することや，触診や指圧などの感覚の定量化に向けた可能
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性について示す．
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第2章 粘弾性構成モデルによる解析

手法

2.1 はじめに

粘弾性体の力学的特性に対する評価・解析には粘弾性構成モデルを使用する手法

がある．粘弾性構成モデルとはバネ要素とダッシュポット要素を組み合わせた力学

模型であり，要素数や配置の仕方について自由度が高い．例えば食品工業の分野で

は食肉 (1)，農作物 (2)，食品ゲル (3)，大豆たんぱく質 (4)，団子 (5)(6)の力学的特性評

価について，概ね 2～8要素の粘弾性構成モデルが適用されている．また，生体軟組

織に関しては血管 (7)，骨格筋 (8)，皮膚 (9) などについて複数要素から一般化粘弾性

モデルまで多くの種類の粘弾性構成モデルが適用されている．本章では，生体軟組

織の粘弾性特性を評価可能とする実験方法と，これに適用可能で要素数の最も少な

いと考えられる粘弾性構成モデルについて検討し，その有限要素式の定式化につい

ても示す．

2.2 粘弾性特性の測定法

固体の粘弾性特性を評価するための力学試験は，その目的により様々であるが大

別すると，(i)ひずみを与えて応力を測定する，(ii)応力を与えてひずみを測定する，

(iii)ひずみ速度を与えて応力を測定するという 3つの様式がある (10)．これらについ

て具体的には，以下の 3つの試験法が代表的である．次節より，それぞれの試験法

について示す．

(1) 応力緩和試験

(2) クリープ試験

(3) 非共振強制振動試験

19
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2.2.1 応力緩和試験

応力緩和試験は一定ひずみ ε0を瞬時に与え，時間の経過に対する応力 σ(t)を測定

するものである．これにより縦軸を応力 σ，横軸を時間 tとすると，図 2.1のように

σrへの漸近的な減少傾向を示す応力緩和曲線（Stress relaxation curve）を得ること

ができる．ここから緩和弾性率E(t) = σ(t)/ε0などを算出することで力学的特性の

評価を行う．この試験法は，ゴムパッキンに使用される加硫ゴムや食品 (11)(12)など

に適用されており，JIS規格では JIS K6263「加硫ゴム及び熱可塑性ゴム－応力緩和

の求め方」に試験方法が規定されている．生体軟組織についても脊髄 (13)や皮膚 (14)，

腱 (15) などに適用例がある．この試験方法に使用される応力緩和試験機は，現在で

は市販もされており，代表例として図 2.2にエムアンドケー株式会社EB-02を示す．

Fig.2.1 Stress relaxation curve.

Fig.2.2 Stress relaxation tester EB-02.
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2.2.2 クリープ試験

クリープ試験とは一定の応力 σ0を与え，時間の経過に対するひずみ ε(t)を測定す

るものである．これにより縦軸をひずみ ε，横軸を時間 tとすると，図 2.3のように増

加傾向となるクリープ曲線（Creep curve）を得ることができる．ここからクリープ

コンプライアンスD(t) = ε(t)/σ0などを算出することで力学的特性を評価する．こ

のクリープ試験も前節の応力緩和試験と同様に様々な分野で活用されており，植物の

細胞壁 (16)や動物の骨 (17)，食品 (18)などの研究報告がある．生体軟組織についても

靭帯 (19)などに適用されている．この試験方法に使用されるクリープ試験機も現在で

は市販されており，代表例として図 2.4に株式会社山電クリープメータRE2-33005C

を示す．

Fig.2.3 Creep curve.

Fig.2.4 Creep tester RE2-33005C.
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2.2.3 非共振強制振動試験

非共振強制振動試験は振動数 νで振動するひずみを物体に与えて，その応力応答

を調べるものである．ひずみ γ(t)を角振動数ω = 2πνで以下の式のように与えると

する．

γ(t) = γ0 cosωt (2.1)

このひずみに対して，応力 σは図 2.5のように同じ角速度 ωで振動するが，粘性の

影響で位相が δだけ進むため，応力 σ(t)は以下の式になる．

σ(t) = σ0 cos(ωt+ δ)

= σ1 cosωt− σ2 sinωt (2.2)

なお σ1 = σ0 cos δ，σ2 = σ0 sin δである．これによって第 1項が弾性，第 2項が粘性

の応力応答を示しているとして，弾性項を表す貯蔵弾性率G0(ω)と粘性項を表す損

失弾性率G00(ω)および損失正接 tan σが次のように定義できる．

G0(ω) = σ1(ω)/γ0 (2.3)

G00(ω) = σ2(ω)/γ0 (2.4)

tanσ = G00/G0 (2.5)

この試験は樹脂，高分子材料，食品などに適用されており，生体軟組織について

は培養軟骨組織 (20) やアキレス腱 (21)，外眼筋 (22)(23) などについて適用されている．

なお，この非共振強制振動試験は一般に動的粘弾性 (24)試験とも呼ばれている．

Fig.2.5 Stress and strain on measurement of dynamic viscoelasticity.
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2.2.4 引張試験

生体軟組織の粘弾性特性には，身体の運動や触診における異常の判断，怪我への

対策などの検討に応用することを考えると動的な評価・解析が求められる．前節ま

でに示した試験法の中で動的なものは非共振強制振動試験であるが，生体軟組織へ

の適用を考えると，強制振動中に試験片の力学的特性が変化していくこと (25)(26)が

知られている．そこで本論文では，複数のひずみ速度における引張試験を行うこと

を想定する．

以下の関係にあるひずみ速度 ε̇において，生体軟組織に引張試験を行うことを考

える．

ε̇1 > ε̇2 > ε̇3 > ε̇4 (2.6)

このような一定ひずみ速度での引張試験において生体軟組織の変形挙動は，図2.6(a)，

(b)の応力－時間曲線と応力－ひずみ曲線の実線で示すように，ひずみ速度が高く

なるにつれて内包する水分に起因した粘性の影響により上昇する傾向があると考え

られる．また，異なるひずみ速度においてもひずみ ε̄に至ったときに変形を停止さ

せた場合には，2.2.1節と同様に応力緩和現象により図 2.6(a)，(b)の破線のような

応力応答となり，特に (a)のように時間の経過とともに漸近的に応力が減少すると

考えられる．

(a) Stress-time curves.　 (b) Stress-strain curves.

Fig.2.6 Schematic diagrams on tensile testing at some strain rates.
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2.3 粘弾性構成モデルの選定

生体軟組織の力学的特性を引張試験により評価するために使用する粘弾性構成モ

デルは，図 2.6の実線で示した負荷過程と破線で示した応力緩和過程の両方を表現

可能とする必要がある．そこで，この条件を満足する最も要素数の少ない粘弾性構

成モデルについて検討を行う．まずはバネ要素とダッシュポット要素を 1個ずつ配

置した 2要素モデルから粘弾性構成モデルの基本的な特性について示し (27)，その後

に有効性を検討することとする．

2.3.1 Maxwellモデル

まず，図 2.7に示すバネ要素とダッシュポット要素を直列に配置したMaxwellモ

デルについて基本的な特性を示す．バネ要素を弾性部，ダッシュポット要素を粘性

部と呼ぶこととし，図中の添え字 eは弾性部，vは粘性部を表すこととする．またE

をYoung率，Cは粘性コンプライアンスとする．ここでMaxwellモデルの構成関係

式は全ひずみ εおよび全ひずみ速度 ε̇が，それぞれ弾性部と粘性部の和であるので，

以下の式が成立する．

ε = εe + εv (2.7)

ε̇ = ε̇e + ε̇v (2.8)

また，応力 σは弾性部，粘性部が直列であることから等しく生じるため，それぞれ

以下の式が成立する．

σ = Eeεe (2.9)

Fig.2.7 Maxwell model.
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ε̇v = Cσ (2.10)

ここで，弾性部のひずみ速度 ε̇eは応力速度 σ̇を用いて，以下のように示すことがで

きる．

ε̇e =
σ̇

Ee
(2.11)

これにより，全ひずみ速度 ε̇は式 (2.8)，(2.10)，(2.11)より，以下の式で示すことが

できる．

ε̇ =
σ̇

Ee
+ Cσ (2.12)

式 (2.12)の解析例として引張荷重を受ける棒を想定し，2段階の力学試験を行う

場合を考える．まず第 1段階として時刻 t = 0において応力 σ0を与えるクリープ試

験を行うとする．この場合，時刻 tにおける全ひずみ ε(t)は応力速度 σ̇ = 0である

ことから，以下のように表すことができる．

ε(t) =
Z t

0
ε̇dt

=

Z t

0
(
σ̇

Ee
+ Cσ0)dt

= Cσ0t+ C1 (2.13)

ここで，積分定数C1を求めるには初期条件が必要となる．t = 0において突然に応

力 σ0を与えるということは，σ̇(t)が t = 0で特異点をもつことを意味している．こ

の特異点を処理するために，式 (2.12)を t = 0を跨ぐ微小区間で積分するとすると，

全ひずみ εは以下のようにみなすことができる．

ε =
Z
ε̇dt

=

Z +τ

−τ
(
σ̇

Ee
+ Cσ)dt

=
1

Ee

Z +τ

−τ
σ̇dt+ C

Z +τ

−τ
σdt

=
1

Ee

Z +τ

−τ
σ0
2τ
dt+ C

Z +τ

−τ
σ0
2τ
(t+ τ)dt

=
σ0
Ee
+ Cσ0τ (2.14)
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ここで τ → 0とすることで初期ひずみ ε0は，以下のように示すことができる．

ε0 =
σ0
Ee

(2.15)

ただし，この ε0 は t = 0+ における εの値である．よって式 (2.13)を t = 0+ につい

て解き，εに対して式 (2.15)によって得られた ε0を代入するならば，積分定数C1は

以下のようになる．

C1 = ε =
σ0
Ee

(2.16)

これにより，第 1段階のクリープ試験における変形挙動を示すとされる以下の式が

得られることとなる．

ε(t) = Cσ0t+
σ0
Ee

(2.17)

次に第 2段階として，t = t1での全ひずみを ε1とし，この状態で固定して応力緩

和試験を行うとする．全ひずみ速度 ε̇ = 0であることから，式 (2.8)は以下のような

応力 σに関する同次微分方程式となる．

1

Ee
σ̇ + Cσ = 0 (2.18)

この一階線形常微分方程式を解くことで，σは以下のように示される．

σ = c1e
−EeCt (t > t1) (2.19)

ここで t = t1 において σが不連続性であるとすると，σ̇が∞となる．これにより ε̇

の値も∞となるが，ひずみ速度はいかなる場合も有限である．よって σの連続性を

以下の式により確保することとする．

σ(t−1 ) = σ(t+1 ) = σ0 (2.20)

よって式 (2.19)，(2.20)より c1を以下のように定めることができる．

c1 = σ0e
EeCt1 (2.21)

よって第 2段階の応力緩和試験における変形挙動は次式のように表現できる．

σ = σ0e
EeC(t1−t) (2.22)
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この結果からMaxwellモデルの基本的な特性として，第 1段階のクリープ試験と，第

2段階の応力緩和試験における応力－時間曲線，ひずみ－時間曲線を図 2.8(a)，(b)

にそれぞれ示す．Maxwellモデルでは有限な応力の下で無限に変形できるという性質

を示すため，粘弾性流体モデルと呼ばれている．この基本的な特性を元に，Maxwell

モデルで図 2.6のような粘弾性特性を表現しようとすると，図 2.9のように応力緩和

過程で σr = 0に漸近することから，適切に表現することができない．よって，骨格

筋の粘弾性特性評価においてMaxwellモデルは不適当であるといえる．なお，粘弾

性構成モデルにおいてダッシュポット要素を単体で直列に配置すると，同様に粘弾

性流体の性質を示すモデルとなるため不適当といえる．

(a) Stress-time curve. (b) Strain-time curve.

Fig.2.8 Schematic diagrams on creep and stress relaxation by using Maxwell model.

(a) Stress-time curves. (b) Stress-strain curves.

Fig.2.9 Schematic diagrams on tensile testing by using Maxwell model.
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2.3.2 Voigtモデル

次に，図 2.10に示すバネ要素とダッシュポット要素を並列に配置したVoigtモデ

ルについて基本的な特性を示す．ここでは，このモデル全体を粘弾性部と呼ぶこと

とし，図中の添え字 veは粘弾性部内の弾性部，vは粘弾性部内の粘性部を表すこと

とする．この 2つの要素のひずみ εは常に等しく，応力 σは εが等しくなるように

σve と σv に分割されるものとする．よって，Voigtモデルの構成関係式として全ひ

ずみ εと全ひずみ速度は，以下のようになる．

ε = εve = εv (2.23)

ε̇ = ε̇ve = ε̇v (2.24)

また，全体の応力 σと各要素の応力 σve，σv については，以下の式が成立する．

σ = σve + σv (2.25)

σve = Eveε (2.26)

σv =
ε̇v

C
=

ε̇

C
(2.27)

よって，応力 σは式 (2.25)，(2.26)，(2.27)より，以下の式で示すことができる．

σ = Eveε+
ε̇

C
(2.28)

式 (2.28)の解析例として，前節と同様の 2段階の力学試験を行う場合を考える．ま

ず第 1段階である時刻 t = 0において応力 σ0を与えるクリープ試験では，応力速度

Fig.2.10 Voigt model.
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σ̇ = 0が成立するため，式 (2.28)を tで微分すると，以下の式を得ることができる．

1

C
ε̈+ Eveε̇ = 0 (2.29)

この 2階微分方程式の一般解を求める．この式は定数係数同次微分方程式であるた

め，微分演算子Dを用いると以下のようになる．µ
1

C
D2 + EveD

¶
ε = 0 (2.30)

ここで (D − α)(D − β)y = 0（α≠ β）の一般解が y = c1e
αx + c2e

βx であることか

ら，この関係により εは以下のように示される．

ε = c1 + c2e
−EveCt

ここで式 (2.28)より，εについての整数項は σ0/E
veであるため c1 = σ0/E

veとなる．

ε =
σ0
Eve

+ c2e
−EveCt (2.31)

時刻 t = 0において，瞬間的に応力 σ が σ0 になるとしても有限な値であるため，

式 (2.28)より ε̇も有限でなければならない．よって式 (2.31)に対する初期条件は

ε(0+) = 0となる．これにより c2は以下のようになる．

c2 = − σ0
Eve

(2.32)

これにより，第 1段階のクリープ試験における変形挙動を示すとされる以下の式が

得られることとなる．

ε =
σ0
Eve

(1− e−EveCt) (2.33)

なお，クリープ段階が t → ∞まで延長された場合に，ひずみ ε∞は以下のように

なる．

ε∞ =
σ0
Eve

(2.34)

この値は単体のバネ要素に σ = σ0 が生じた場合と等価であるが，バネ要素の挙動

との相違点はひずみが直ちに最終値に達するのではなく，徐々に近づくという点に

ある．



30 2.3　粘弾性構成モデルの選定

次に第 2段階として，t = t1での全ひずみを ε1とし，この状態で固定して応力緩

和試験を行うとする．このとき，ひずみ速度 ε̇v = 0であるため，式 (2.28)，(2.33)

から以下のような応力 σに関する式を得ることができる．

σ = Eveε1 = σ0(1− eEveCt1) = σr (2.35)

この結果から Voigtモデルの基本的な特性として，第 1段階のクリープ試験と第 2

段階の応力緩和試験における応力－時間曲線，ひずみ－時間曲線を図 2.11(a)，(b)

にそれぞれ示す．Voigtモデルは，あるひずみで固定されると応力緩和現象が瞬時

に起こるという性質を示す．このVoigtモデルで図 2.6のような粘弾性特性を表現し

ようとすると，図 2.12のように応力－ひずみ曲線は可能と考えられるが，応力－時

間曲線における時間の経過とともに起こる応力緩和現象を表現することができない．

よって生体軟組織の粘弾性特性評価においてVoigtモデルは不適当であると言える．

(a) Stress-time curve. (b) Strain-time curve.

Fig.2.11 Schematic diagrams on creep and stress relaxation by using Voigt model.

(a) Stress-time curves. (b) Stress-strain curves.

Fig.2.12 Schematic diagrams on tensile testing by using Voigt model.
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2.3.3 3要素固体モデル

2要素モデルによる生体軟組織の粘弾性特性の評価・解析が困難であることが分

かったため，3要素モデルについて検討する．ここでは，図 2.13のようなバネ要素と

Voigtモデルを直列に配置した 3要素固体モデルについて基本的な特性を示す．この

モデルは弾性部と粘弾性部によって構成されており，図中の添え字 eは弾性部，ve

は粘弾性部内の弾性部，vは粘弾性部内の粘性部を表すこととする．まず 3要素固

体モデルの構成関係式として，全ひずみ εおよび全ひずみ速度 ε̇は弾性部と粘弾性

部のひずみ速度の和であるため，以下の式が成立する．

ε = εe + εv (2.36)

ε̇ = ε̇e + ε̇v (2.37)

ここで，弾性部，粘弾性部の応力 σに関しては，以下の式がそれぞれ成立している．

σ = Eeεe (2.38)

σ = Eveεv + C ε̇v (2.39)

なお，粘弾性部のひずみ速度 ε̇v，粘弾性部内の弾性部の応力σveは，以下の式となる．

ε̇v = Cσv = C(σ − σve) (2.40)

σve = Eveεv (2.41)

Fig.2.13 Three-Element-Solid model.
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ここで式 (2.38)，(2.39)に Laplace変換を施すと，Ee，Eve，C は定数であるので，

次式が得られる．

σ̄ = Eeε̄e (2.42)

σ̄ = (Eve + sC)ε̄v (2.43)

式 (2.42)の両辺に (Eve + sC)を，また式 (2.43)の両辺にEeをかけたものを加え合

わせると次の式が得られる．

(Ee + Eve + sC)σ̄ = Ee(Eve + sC)(ε̄e + ε̄v)

= Ee(Eve + sC)ε̄ (2.44)

ただし，ε̄は全ひずみのLaplace変換を示す．式 (2.44)を物理面に逆変換すると，次

の式が得られる．

(Ee + Eve)σ + Cσ̇ = EeEveε+ EeC ε̇ (2.45)

式 (2.45)の解析例として，前節と同様の 2段階の力学試験を行う場合を考える．ま

ず第 1段階である時刻 t = 0において応力 σ0を与えるクリープ試験については，単

位ステップ関数∆(t)を以下のように定義する．

∆(t) = 0 t < 0

∆(t) = 1 t > 0

さらに，単位ステップ関数∆(t)の導関数 δ(t)を次式で定義する．

δ(t) = 0 t≠ 0

δ(t) =∞ t = 0Z +∞

−∞
δ(t)dt =

Z 0+

0−
δ(t)dt = 1

よって，第 1段階における応力 σおよび応力速度 σ̇は，∆(t)，δ(t)を用いて以下の

ように表現できる．

σ = σ0∆(t) (2.46)

σ̇ = σ0δ(t) (2.47)
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ここで σ0が定数であることから，上式に Laplace変換を施すことで，以下の関係が

成立する．

σ̄ = σ0∆̄(s)

= σ0

Z ∞
0
∆(t)e−stdt

= −σ0
s
[e−st]∞0

=
σ0
s

(2.48)

¯̇σ = σ0δ̄(s)

= σ0{−δ(0) + s∆̄(s)} = σ0 (2.49)

ところで，式 (2.45)に Laplace変換を施すことで，以下の関係が成立している．

(Ee + Eve)σ̄ + C ¯̇σ = EeEveε̄+ EeC¯̇ε (2.50)

よって式 (2.48)，(2.49)，(2.50)より，以下の式が成立する．

(Ee + Eve)
σ0
s
+ Cσ0 = E

eEveε̄+ EeCsε̄ (2.51)

ここで式 (2.51)を ε̄について整理すると，以下のようになる．

ε̄ =
σ0{1s (Ee + Eve) + C}

Ee(Eve + Cs)
(2.52)

この上式を逆変換することで，以下のような式を得ることができる．

ε =
σ0
Ee
{E

e + Eve

C

1

s(s+ Eve

C
)
+

1

s+ Eve

C

}

=
σ0
Ee
{E

e + Eve

C
· C
Eve

(1− e−Eve

C
t) + e−

Eve

C
t}

=
σ0

EeEve
{Eve + Ee(1− e−E

ve

C
t)} (2.53)

この式 (2.53)の特徴としては，まず t = 0+において以下の式で示される瞬間弾性が

ある．

ε(0+) =
σ0
Ee

(2.54)
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さらに t→∞とすると，以下に示すような漸近弾性挙動を示す．

ε(∞) = Ee + Eve

EeEve
σ (2.55)

次に第 2段階として t = t1での全ひずみを ε1とし，この状態で固定して応力緩和

試験を行うとする．これについては，新たに τ = t− t1という時間軸を設定し，τ ≥ 0
において以下の関係式を得る．

ε = ε1∆(τ)

ε̄ =
ε1
s

¯̇σ = −σ(0) + sσ̄ = sσ̄ − σ0

この関係と式 (2.50)より，以下の式を求める事ができる．

σ̄ =
EeEveε1

s(Ee + Eve + Cs)
− C(σ0 − ε1)

Ee + Eve + Cs

=
EeEveε1
C

· 1

s(E
e+Eve

C
+ s)

− (σ0 − ε1)
1

Ee+Eve

C
+ s

(2.56)

上式を物理面に逆変換することで，以下の関係式を得る．

σ =
EeEveε1
C

· C

Ee + Eve
(1− e−Ee+Eve

C
t)− (σ0 − ε1)e

−Ee+Eve

C
t

=
EeEve

Ee + Eve
ε+ {(E

e + Eve − EeEve)ε1
Ee + Eve

− σ0}e−E
e+Eve

C
t (2.57)

よって，σ(τ)について τ → 0とすることで，以下の応力 σ(∞)まで応力緩和現象が

起こることが分かる．

σ(∞) = EeEve

Ee + Eve
ε1 = σr (2.58)

この結果から，第 1段階のクリープ試験と，第 2段階の応力緩和試験における応力－

時間曲線，ひずみ－時間曲線を図 2.14(a)，(b)にそれぞれ示す．3要素固体モデルで

は，一定応力下での漸近弾性挙動という固体的な挙動と，一定ひずみ下での時間の

経過とともに応力緩和現象を示すという基本的性質を有する．よって，この 3要素

固体モデルであれば図 2.6に示すような粘弾性特性を評価することが可能と考えら

れる．
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(a) Stress-time curve. (b) Strain-time curve.

Fig.2.14 Schematic diagrams on creep and stress relaxation by using Three-Element-
Solid model.

2.4 3要素固体モデルを用いた有限要素式の定式化

時間に依存した力学的特性である粘弾性特性を有する生体軟組織に対する数値シ

ミュレーションでは，動的変形解析が重要となる．ここで連続体の変形を離散的に

解く代表的な手法の一つに有限要素法がある．本節では 3要素固体モデルを用いて

動的変形解析を行うために，動的陽解法による有限要素式の定式化 (28)(29)について

示す．

2.4.1 運動の支配方程式

まず，物体の動的変形問題を解析する際に基礎となる支配方程式を示す．対象と

する系においては，内部エネルギーU，運動エネルギーK，系の仕事量W，および

熱流入発生量Qについて以下に示すエネルギー保存則が成立する．

U̇ + K̇ = Ẇ + Q̇ (2.59)

この式 (2.59)ついては，図 2.15に示すような法線 ni で定義される系の境界 Γ とそ

の領域Ω における境界の速度 v0i，境界上の物質点の速度 vi，位置 xi，密度 ρ，表面

力 t̄i，γ̄，qi，物体力 bi，内部エネルギー eとすると以下のように表される．

D

Dt

Z
Ω
ρ
µ
e+

1

2
vivi

¶
dΩ =

Z
Ω
ρbividΩ +

Z
Γ
t̄ividΓ +

Z
Ω
ργ̄dΩ −

Z
Γ
qinidΓ

=

Z
Ω
ρbividΩ +

Z
Γ
t̄ividΓ +

Z
Ω
ργ̄dΩ −

Z
Γ

∂qi
∂xi
dΓ

(2.60)
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Fig.2.15 Deformation of the region Ω surrounded by growing boundary Γ .

さらに，密度 ρは一般に座標と時間の関数として ρ = ρ (xi, t)と表現できるため，式

(2.60)の左辺は以下のように表される．

D

Dt

Z
Ω
ρ
µ
e+

1

2
vivi

¶
dΩ =

Z
Ω
ρ
D

Dt

µ
e+

1

2
vivi

¶
dΩ

=

Z
Ω
(ρė+ viv̇i) dΩ (2.61)

ここで式 (2.60)と式 (2.61)の局所形において，運動量の平衡原理が成立するとして

導出される内部エネルギー eに関するGibbsのエネルギー式について，応力の対称

性 σij = σji を考慮する場合には以下の関係式が得られる (30)(31)．

ρė = σij ε̇ij + ργ̄ − ∂qi
∂xi

(2.62)

式 (2.61)と式 (2.62)から，式 (2.60)は次式となる．Z
Ω

Ã
σij ε̇ij + ργ̄ − ∂qi

∂xi
+ ρviv̇i

!
dΩ

=

Z
Ω
ρbividΩ +

Z
Γ
t̄ividΓ +

Z
Ω
ργ̄dΩ −

Z
Γ

∂qi
∂xi
dΓ (2.63)

ここから両辺の共通部分を消去することで以下となる．Z
Ω
σij ε̇ijdΩ +

Z
Ω
ρvi v̇idΩ =

Z
Ω
ρbividΩ +

Z
Γ
t̄ividΓ (2.64)

ここで，ひずみ形状関数 [B]，質量マトリクス [M ]，変位 {u}，等価節点力 {f} とし

てマトリクス表記すると，{ε̇} = [B] {v}，{v} = {u̇}であるから，式 (2.64) より以
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下の運動方程式が導出できる．

[B]T {σ}+ [M ] {ü} = {f} (2.65)

2.4.2 時間についての離散化

ここでは時間の離散化として中心差分法について示す．図 2.16のように，ある時

刻 tにおける変位を {ut}として微小時間 αだけ前と，βだけ後を考える．時刻に関

する添え字がないものは平均を表すこととすると，変位 {ut+β}，ut は以下のように

表せる．

{ut} = {ut−α}+ {u̇t−α}α+ 1
2
{ü}α2 (2.66)

{ut+β} = {ut−α}+ {u̇t−α} (α+ β) +
1

2
{ü} (α+ β)2 (2.67)

これらから {u̇t−α}を消去することで，以下の関係を得る．

{ut} = β

α + β
{ut−α}+ α

α + β
{ut+β}− 1

2
{ü}αβ (2.68)

また，加速度 {ü}について解くと以下となる．

{ü} = 2

αβ (α + β)

³
β{ut−α}− (α + β) {ut}+ α{ut+β}

´
(2.69)

これにより中心差分法による時間に関する離散化を行うことができる．ここで時刻

tから t + ∆tによる離散化を考えると，応力速度 {σ̇}は図 2.17に示すように時刻 t

から∆t/2における応力 {σ}の増分により以下のように表す．

{σ̇} = 2

∆t

³
{σ}− {σt}

´
(2.70)

式 (2.37)，(2.38)，(2.70)より，ひずみ速度 {ε̇}について次式を得る．

{ε̇} = {ε̇e}+ {ε̇v}
= [Ee]−1 {σ̇}+ {ε̇v}
=
2

∆t
[Ee]−1

³
{σ}− {σt}

´
+ {ε̇v} (2.71)
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また，粘弾性部内の弾性部応力 {σve}については，図 2.18のように時刻 tから t+∆t

における増分で表すと以下となる．

{σve} = {σve,t}+ 1
2
∆{σve} (2.72)

式 (2.40)に式 (2.72)を代入し，また式 (2.41)の関係を用いることで以下となる．

{ε̇v} = [C]
µ
{σ}−

µ
{σve,t}+ 1

2
∆{σve}

¶¶
= [C]

µ
{σ}−

µ
{σve,t}+ 1

2
[Eve]∆{εv}

¶¶
= [C]

µ
{σ}−

µ
{σve,t}+ 1

2
[Eve] {ε̇v}∆t

¶¶
= [C]

³
{σ}− {σve,t}

´
− 1
2
[Eve] [C]∆t{ε̇v} (2.73)

上式を粘弾性ひずみ速度 {ε̇v}について解くと次式を得る．µ
[I] +

1

2
[Eve] [C]∆t

¶
{ε̇v} = [C]

³
{σ}− {σve,t}

´

Fig.2.16 Centered difference method.
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Fig.2.17 Schematic of stress rate.

Fig.2.18 Schematic of stress in viscoelastic part.

{ε̇v} =
µ
[I] +

1

2
[Eve] [C]∆t

¶−1
[C]

³
{σ}− {σve,t}

´
(2.74)

式 (2.71)にこれを代入することで，時刻 tから t+∆tにおいて離散化されたひずみ

速度 {ε̇}は次式で表される．

{ε̇} = 2

∆t
[Ee]−1

³
{σ}− {σt}

´
+

µ
[I] +

1

2
[Eve] [C]∆t

¶−1
[C]

³
{σ}− {σve,t}

´
=

Ãµ
[I] +

1

2
[Eve] [C]∆t

¶−1
[C] +

2

∆t
[Ee]−1

!
{σ}

− 2

∆t
[Ee]−1 {σt}−

µ
[I] +

1

2
[Eve] [C]∆t

¶−1
[C] {σve,t} (2.75)
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また，これを応力 {σ}について解くと次式となる．

{σ} =
Ãµ
[I] +

1

2
[Eve] [C]∆t

¶−1
[C] +

2

∆t
[Ee]−1

!−1
Ã
{ε̇}+ 2

∆t
[Ee]−1 {σt}+

µ
[I] +

1

2
[Eve] [C]∆t

¶−1
[C] {σve,t}

!
(2.76)

ここで，[V ] , [D]は以下と置くこととする．

[V ] =
µ
[I] +

1

2
[Eve] [C]∆t

¶−1
[C] (2.77)

[D] =
µ
[V ] +

2

∆t
[Ee]−1

¶−1
(2.78)

これにより式 (2.76)について [V ] , [D]を用いて次式で表現する．

{σ} = [D]
µ
{ε̇}+ 2

∆t
[Ee]−1 {σt}+ [V ] {σve,t}

¶
(2.79)

以上より求められた式 (2.79)を式 (2.65) に代入し，また，{ε̇} = [B] {u̇}より以下と

なる．

{f} = [M ] {ü}+ [B]T {σ}
= [M ] {ü}+ [B]T [D]

µ
{ε̇}+ 2

∆t
[Ee]−1 {σt}+ [V ] {σve,t}

¶
= [M ] {ü}+ [B]T [D] [B] {u̇}+ [B]T [D]

µ
2

∆t
[Ee]−1 {σt}+ [V ] {σve,t}

¶
(2.80)

また，変位 {u}について速度 {u̇}，加速度 {ü}はそれぞれ以下のように表される．

{u̇} = {ut+∆t}− {ut}
∆t

(2.81)

{ü} = {ut+∆t}− 2{ut}+ {ut−∆t}
∆t2

(2.82)

上式を式 (2.80)に代入すると次式が得られる．

{f} = [M ] {u
t+∆t}− 2{ut}+ {ut−∆t}

∆t2
+ [B]T [D] [B]

{ut+∆t}− {ut}
∆t

+ [B]T [D]
µ
2

∆t
[Ee]−1 {σt}+ [V ] {σve,t}

¶
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=

µ
1

∆t2
[M ] +

1

∆t
[B]T [D] [B]

¶
{ut+∆t}− 1

∆t2
[M ]

³
2{ut}− {ut−∆t}

´
− 1

∆t
[B]T [D] [B] {ut}+ [B]T [D]

µ
2

∆t
[Ee]−1 {σt}+ [V ] {σve,t}

¶
(2.83)

さらに，これを {ut+∆t}について解くと次式となる．

µ
1

∆t2
[M ] +

1

∆t
[B]T [D] [B]

¶
{ut+∆t} = {f}+ 1

∆t2
[M ]

³
2{ut}− {ut−∆t}

´
+
1

∆t
[B]T [D] [B] {ut}

− [B]T [D]
µ
2

∆t
[Ee]−1 {σt}+ [V ] {σve,t}

¶
(2.84)

これより，時刻 t−∆t，tにおける状態から時刻 t+∆t における変位を導出可能な

動的陽解法による有限要素式の定式化を行うことができる．また，[Ee]−1，[Eve]−1，

[C]，[V ]，[D]について弾性部のYoung率Eeおよびpoisson比 νe，粘弾性部のYoung

率 Eve および poisson比 νve，粘性係数 η を用いて表したものを以下に示す．なお，

逆粘性係数マトリクス [C]は材料の等方性および非圧縮性を仮定している．

[Ee]−1 =
1

Ee

⎡⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

1 −νe −νe 0 0 0

−νe 1 −νe 0 0 0

−νe −νe 1 0 0 0

0 0 0 2 (1 + νe) 0 0

0 0 0 0 2 (1 + νe) 0

0 0 0 0 0 2 (1 + νe)

⎤⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦
(2.85)

[Eve]−1 =
1

Eve

⎡⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

1 −νve −νve 0 0 0

−νve 1 −νve 0 0 0

−νve −νve 1 0 0 0

0 0 0 2 (1 + νve) 0 0

0 0 0 0 2 (1 + νve) 0

0 0 0 0 0 2 (1 + νve)

⎤⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦
(2.86)
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[C] =
1

2η

⎡⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

2
3
−1
3
−1
3
0 0 0

−1
3

2
3
−1
3
0 0 0

−1
3
−1
3

2
3

0 0 0

0 0 0 2 0 0

0 0 0 0 2 0

0 0 0 0 0 2

⎤⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦
(2.87)

[V ] =
2 (1 + νve)

(4η (1 + νve) +∆tEve)

⎡⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

2
3
−1
3
−1
3
0 0 0

−1
3

2
3
−1
3
0 0 0

−1
3
−1
3

2
3

0 0 0

0 0 0 2 0 0

0 0 0 0 2 0

0 0 0 0 0 2

⎤⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦
(2.88)

[D] =
4η (1 + νve) +∆tEve

4
³
1 + νve + 1+νe

∆tEe
(4η (1 + νve) +∆tEve)

´
⎛⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝

2

1− 2νe

⎛⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝
∆tEe (1 + νve)

3 (4η (1 + νve) +∆tEve)

⎡⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

1 1 1 0 0 0

1 1 1 0 0 0

1 1 1 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

⎤⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

+

⎡⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

1− νe νe νe 0 0 0

νe 1− νe νe 0 0 0

νe νe 1− νe 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

⎤⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

⎞⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠
+

⎡⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 1 0 0

0 0 0 0 1 0

0 0 0 0 0 1

⎤⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

⎞⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠
(2.89)

また第 4章で後述するような，3要素固体モデルの各物性値にひずみ依存性を与え

た場合については，物性パラメーターはEe(εe)，Eve(εv)，C(εv)のように各構成要

素のひずみの関数形で表すこととなる．ここで，単軸の引張試験から得られる物性

パラメーターを基として 3次元解析を実現することを目的として，単軸のひずみパ

ラメーターを 3次元のひずみから定義する等価量の算出方法が提案されている (28)．
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これは 3次元解析を実現するために，各物性パラメーターの決定に使用する相当弾

性部ひずみ ε̄eと相当粘性部ひずみ ε̄vを導出するものであり，以下にその方法を示す

こととする．

まず弾性状態での全ひずみエネルギーW は，体積変化に費やされるエネルギー

Wvと，形状の変化に費やされる弾性のせん断ひずみエネルギーWsの和として，以

下の関係となる．

W = Wv +Ws (2.90)

ここで主応力を σ1，σ2，σ3 とし，これと対応する主ひずみを ε1，ε2，ε3 とすると，

全ひずみエネルギーW は以下の式で示すことができる．

W =
1

2
σ1ε1 +

1

2
σ2ε2 +

1

2
σ3ε3 (2.91)

また，縦弾性係数E，せん断弾性係数G，ポアソン比 νとすると，主ひずみ ε1，ε2，

ε3は，それぞれ以下のよう表される．

ε1 =
1

E
(σ1 − ν (σ2 + σ3)) (2.92)

ε2 =
1

E
(σ2 − ν (σ3 + σ1)) (2.93)

ε3 =
1

E
(σ3 − ν (σ1 + σ2)) (2.94)

これらの関係から，全ひずみエネルギーW は以下のようになる．

W =
1

2E

³
σ1
2 + σ2

2 + σ3
2 − 2ν (σ1σ2 + σ2σ3 + σ3σ1)

´
(2.95)

次に，体積変化に費やされるひずみエネルギーWvは平均垂直応力 σm，体積ひずみ

εv とすると以下の式で与えられる．

Wv =
1

2
σmεv

=
1

2
σm ((1 + ε1) · (1 + ε2) · (1 + ε3)− 1) (2.96)

ここで上式において，ひずみ成分の 2次以上の積は高次の微少量であることから，こ

れらを無視することとする．また，平均垂直応力と各ひずみ成分の関係は以下のよ
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うに示すことができる．

ε1 = ε2 = ε3 =
σm
E
(1− 2ν) (2.97)

これらの関係から体積変化に費やされるひずみエネルギーWvは,以下のように表す

ことができる．

Wv =
1

2
σm (ε1 + ε2 + ε3)

=
1

2
σm

µ
σm
E
(1− 2ν) + σm

E
(1− 2ν) + σm

E
(1− 2ν)

¶
=
3 (1− 2ν)
2E

σm
2

=
1− 2ν
6E

(σ1 + σ2 + σ3)
2

(2.98)

これによって，弾性のせん断ひずみエネルギーWv は以下の関係となる．

Ws = W −Wv

=
1

2E

³
σ1
2 + σ2

2 + σ3
2 − 2ν (σ1σ2 + σ2σ3 + σ3σ1)

´
− 1− 2ν

6E
(σ1 + σ2 + σ3)

2

=
1 + ν

6E

³
2σ1

2 + 2σ2
2 + 2σ3

2 − 2σ1σ2 − 2σ2σ3 − 2σ3σ1
´

=
1 + ν

6E

³
(σ1 − σ2)

2
+ (σ2 − σ3)

2
+ (σ3 − σ1)

2
´

(2.99)

ここで，G = E
2(1+ν)

とすることで，以下の関係を得る．

Ws =
1

12G

³
(σ1 − σ2)

2
+ (σ2 − σ3)

2
+ (σ3 − σ1)

2
´

(2.100)

そして上式を相当応力 σ̄を用いて以下のように表すこととする．

Ws =
σ̄2

6G
(2.101)

ここで相当応力 σ̄については，以下の関係となる．

σ̄2 =
1

2

³
(σ1 − σ2)

2
+ (σ2 − σ3)

2
+ (σ3 − σ1)

2
´

= σ1
2 + σ2

2 + σ3
2 − (σ1σ2 + σ2σ3 + σ3σ1)

= (σ1 + σ2 + σ3)
2 − 3 (σ1σ2 + σ2σ3 + σ3σ1) (2.102)
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これを xyz直交座標系の応力 σx，σy，σz で表すと，以下のようになる．

σ̄2 = (σx + σy + σz)
2 − 3

³
σxσy + σyσz + σzσx − τxy

2 − τyz
2 − τzx

2
´

=
1

2

³
σx
2 + σy

2 + σz
2 − 2σxσy − 2σyσz − 2σzσx + 6

³
τxy

2 + τyz
2 + τzx

2
´´

=
1

2

³
(σx − σy)

2
+ (σy − σz)

2
+ (σz − σx)

2
+ 6

³
τxy

2 + τyz
2 + τzx

2
´´
(2.103)

これによって相当応力 σ̄は，以下のように示される．

σ̄ =

s
1

2

³
(σx − σy)

2
+ (σy − σz)

2
+ (σz − σx)

2
+ 6 (τxy2 + τyz2 + τzx2)

´
(2.104)

ここで，3要素固体モデルの弾性部については，以下の関係が成立する．

ε̄e =
σ̄e

E
(2.105)

また，この弾性部では一般的な 3次元の応力とひずみの関係より，以下の関係が成

立する．

σex =
E

(1 + ν) (1− 2ν)
³
(1− ν) εex + ν

³
εey + εez

´´
(2.106)

σey =
E

(1 + ν) (1− 2ν)
³
(1− ν) εey + ν (εez + εex)

´
(2.107)

σez =
E

(1 + ν) (1− 2ν)
³
(1− ν) εez + ν

³
εex + εey

´´
(2.108)

これらの関係により，相当弾性部ひずみ ε̄eはポアソン比 νが入る形ではあるが，以

下のように導出することができる．

ε̄e =
1

2 (1 + ν)

s
2

µ³
εex − εey

´2
+
³
εey − εez

´2
+ (εez − εex)

2
¶
+ 3 (γxy2 + γyz2 + γzx2)

(2.109)

次に，一般に偏差応力 σ́x，σ́y，σ́z は静水応力 σmを用いて，それぞれ以下のよう

に表される．

σ́x = σx − σm (2.110)

σ́y = σy − σm (2.111)

σ́z = σz − σm (2.112)
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そこで，これらを式 (2.104)に代入することで，以下の関係を得る．

σ̄ =

s
1

2
(−6 (σ́xσ́y + σ́yσ́z + σ́zσ́x) + 6 (τxy2 + τyz2 + τzx2))

=

s
3

2

³³
σ́x
2 + σ́y

2 + σ́z
2
´
+ 2 (τxy2 + τyz2 + τzx2)

´
(2.113)

ここで，ひずみ増分の主軸は応力の主軸と一致し，かつ偏差応力およびせん断応力

に比例すると仮定すると，以下の関係を得ることができる．

dεx
σ́x

=
dεy
σ́y

=
dεz
σ́z

=
dγxy
τz

=
dγyz
τz

=
dγzx
τz

= dλ (2.114)

これらにより，相当応力 σ̄について以下の関係を得ることができる．

σ̄ =
1

dλ

s
3

2

µ
(dεx2 + dεy2 + dεz2) +

1

2
(dγxy2 + dγyz2 + dγzx2)

¶
(2.115)

この関係を粘性部に適用することで，以下の関係を得る．

dε̄v =
2

3
dλσ̄v

=

s
2

3

µ³
dεvx

2 + dεvy
2 + dεvz

2
´
+
1

2
(dγxy2 + dγyz2 + dγzx2)

¶
(2.116)

ここで εvx + εvy + εvz = 0が成立するとすると，以下の関係を得ることができる．

ε̄v =
Z
dε̄v (2.117)

これにより，以下に示す相当粘性部ひずみ ε̄v が導出できるとされている．

ε̄v =

s
2

9

µ³
εvx − εvy

´2
+
³
εvy − εvz

´2
+ (εvz − εvx)

2
+
3

2
(γxy2 + γyz2 + γzx2)

¶
(2.118)
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第3章 疑似生体内環境下における引張

試験

3.1 はじめに

前章の図 2.6に示したような生体軟組織の粘弾性特性を評価するためには，幅広

い一定ひずみ速度における引張試験の実施が必要となる．また，生体軟組織の力学

試験においては，in vitroな環境においても試験片の乾燥・温度等の違いによる影

響を排除することで高精度な計測が可能となる．生体組織や生体材料に対する力学

試験では，調質された溶液中での実験について複数の研究報告がある (1)～(3)．ここ

で，軟組織がおかれている生体内環境について考察すると，運動中の筋内圧の変化

(4)や姿勢と腹腔圧の関係 (5)，培養された生体組織の力学的特性と圧力環境の関係 (6)

などから，実験条件として圧力が重要と考えられる．このことから計測システムの

性能は，生体軟組織の力学的特性と周囲の圧力の関係についても評価可能とするこ

とが望ましい．そこで本章では，生体軟組織の力学的特性の高精度な計測技術の確

立を目的として，高速引張試験機と疑似生体内環境槽の開発について述べる．特に，

この疑似生体内環境槽は溶液中での引張試験を可能にすると共に，圧力・温度を調

整可能な性能も有するものとする．ここでは，加圧された溶液を内包する環境槽内

におかれた試験片に作用する荷重の計測機構と，その計測結果ついて詳細に検討す

る．また本章では，生体軟組織に対して複数の圧力環境における引張試験を実施し

て，一定ひずみ速度における引張を行う負荷過程と，変形停止後の応力緩和過程に

ついて応力－時間曲線を取得することで，これを生体軟組織の力学的特性における

基礎的なデータとして示すこととする．

50
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3.2 計測システム

3.2.1 引張試験システムの開発

生体軟組織の粘弾性特性評価のための引張試験機に対する性能要件は前述の通り，

試験片に幅広いひずみ速度を与える性能である．これについては，ひずみ速度ごと

に実験結果を比較することから，加減速のない一定ひずみ速度で引張試験を実施可

能とすることが望ましい．また，応力緩和現象を確認するためには，変形を瞬時に

停止し，さらにその状態を保持することを可能とする性能が必要となる．

これらの性能要件で，特に幅広いひずみ速度について具体的に考察する．まず，

多くの研究報告では，生体軟組織の引張試験においてひずみ速度 10−5～10−2/sで

の準静的試験が行われている (7)～(11)．これに対して馬場らの研究報告 (12) からは，

短距離走においてヒト大殿筋が 200msの間に 30%ほど伸縮していることが推測さ

れる．また，谷口らによる筋の障害に関する研究においては，引張ひずみ速度 15/s

（700mm/s）という実験条件もある (13)(14)．よって筋の力学的特性はこのような高速

域での変形に関する評価も視野に入れる必要があるといえる．

そこで，これらの性能要件を満たす高速引張試験機を作製した．図 3.1(a)に試験

機の模式図，(b)に実験装置全体の写真を示す．引張試験では，試験片を荷重軸と感

知軸により保持することとし，変位は荷重軸の移動量としてKEYENCE製レーザー

変位計LB-62，荷重は感知軸を介して共和電業製微小荷重ロードセルLTS-1KAでそ

れぞれ計測するシステムとなっている．また，この試験機では比較的高速域での引張

試験を実現するため，駆動部に 0.1～1200mm/sを制御可能なNSK社製メカトロア

クチュエータXY-HRS063-RS204を用いる．このメカトロアクチュエータは，送り

ねじとして使用するボールねじをDCサーボモータで回転することにより，ボール

ねじナットに取り付けられたテーブルの直線運動を制御可能とする製品である．こ

のメカトロアクチュエータのテーブルが所定の速度に達した後に荷重軸と連結する

機構とすることで，加減速のない一定ひずみ速度 ε̇I を実現させる．さらに，試験片

に所定のひずみ εmxまで負荷した後にテーブルと荷重軸の連結が瞬時に解けて，そ

の位置で荷重軸が停止する機構を設けることによって，応力緩和現象の計測も可能

とした．この高速試験機に使用した既製品を表 3.1～3.9に示す．
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Table 3.1. Specification of the actuator.

Manufacturer NSK

Model No. XY-HRS063-RS204

Stroke , mm 630

Max. speed , mm/s 1200

Output of motor , W 100

Lead angle of ballscrew , mm 20

Table 3.2. Specification of the loading rod guide.

Manufacturer THK THK

Model No. SH 3UU SH 6UU

Height×Width×Length , mm3 14×10×13 22×16×24
Diameter , mm 3 6

Weight , g 4.5 21.6

Table 3.3. Specification of the LM-shaft.

Manufacturer THK THK

Model No. SF3 g6-200L SF3 g6-400L

Component material SUJ 2 SUJ 2

Surface roughness　 0.8S～1.6S 0.8S～1.6S

Table 3.4. Specification of the cross roller table.

Manufacturer THK

Model No. VRT2050AM

Stage size , mm2 50×30
Max stroke , mm 30

Weight , kg 0.11

Table 3.5. Specification of the platform.

Manufacturer SURUGA SEIKI

Model No. A61-L

Stage size , mm3 150×250×12
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Table 3.6. Specification of the load cell.

Manufacturer KYOWA E. I.

Model No. LTS-1KA

Load rating , N 10

Max. output , μ V/V 1895

Input resistance , Ω 121.6

Output resistance , Ω 121.3

Table 3.7. Specification of the strain amplifier.

Manufacturer NEC

Model No. AS2103

Channel 1CH

Input voltage , V 2～12

Gauge rate 2.00

Measurement range 2000×10−6～100000×10−6

Table 3.8. Specification of the lazer displacement gauge.

Manufacturer KEYENCE

Model No. LB-62

Measurement length , mm 40

Measurement range , mm ±10
Output voltage , V ±4

Table 3.9. Specification of the sensor interface to PC.

Manufacturer KYOWA E. I.

Model No. PCD300A

Number of measuring channels 4

A-D conversion , bit Resolution max.12

Sampling frequency , Hz max.10k

Analog output , V ±5V
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(a) Schematic.

(b) Picture.

Fig.3.1 Tensile testing system.
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3.2.2 疑似生体内環境槽の開発

軟組織の生体内環境を疑似的に再現する環境槽には，温度・圧力を制御した溶液

中に試験片を設置することができ，環境槽内での引張試験を可能とする性能が求め

られる．そこで図 3.2に示す疑似生体内環境槽を開発した．図 3.2(a)は環境槽の模

式図，(b)は環境槽全体の写真を示している．環境槽は容量 0.9`のアクリル製の槽

構造で上部はフランジとなっており，ボルト・ナットによる締め付けにより蓋を固

定することで密閉状態とすることができる．この密閉状態における槽内での引張試

験を可能とするために，環境槽側壁には引張試験機の荷重軸と感知軸が貫通する構

造が設けられている．また，蓋部には槽内の溶液の状態を調節するために，温度調

節装置・圧力調節装置との接続部位がそれぞれ設けられている．

これにより生体軟組織の粘弾性特性を評価するための試験システムは，図 3.3に示

すように，前節で述べた高速引張試験機と，様々な実験環境へ調節可能な環境槽で

構成する．引張試験機は試験片に軸を介して接続する形であり，この軸が環境槽の

外壁を貫く構造となっている．そして，環境槽は溶液で満たすことができ，温度調

節装置・圧力調節装置により溶液の温度と液圧も調節可能となっているため，これ

により溶質・温度・圧力の環境条件を考慮した上での引張試験が可能である．なお，

試験中の荷重，変位，圧力データは共和電業製センサーインターフェースPCD300A

を介してPCに取り込むシステムとなっている．

3.2.2.1 環境槽側壁構造

前述のように環境槽の側面壁は，槽内での試験片の引張を実現するために引張試

験機の感知軸と荷重軸が貫通する構造となっている．ここで槽内の圧力調整および

維持のためには，この貫通する部分をシールする必要がある．このため，試験機の

駆動部と接続される荷重軸が貫通する壁面については，往復運動を可能とするため

のロッドシール用パッキンを用いた一般的なシール構造としている．これに対して，

ロードセルと接続する感知軸については，荷重軸と同じ構造とすると感知軸－パッ

キン間に生じる摩擦力により，微小な荷重計測に対して大きな影響を与えることと

なる．そこで，この感知軸のシールについては，ビニール膜とOリングを組み合わ

せた膜構造を適用する．
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(a)Schematic.

(b)Picture.

Fig.3.2 Virtual bio-environmental vessel.
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(a)Schematic.

(b)Picture.

Fig.3.3 Measurement system for biological soft tissue.
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この膜構造では，図 3.4(a)に示すように感知軸を通したOリングをビニール膜に

接着し，これをアクリル板によって環境槽の側面壁に固定する．これにより，Oリ

ングが感知軸と密着することにより液漏れを防ぎ，且つビニール膜が柔らかく変形

することで荷重計測への影響を軽減する．なお，この膜構造を適用して荷重計測を

行うために，ロードセルの固定台にはロードセルの位置を軸方向にスライドできる

機能を与える．引張試験では，まず試験片を溶液で満たした槽内に設置し，温度と

圧力を調節する．このとき，溶液の圧力によりビニール膜は外側へ膨らみ，ロード

セルの位置もこれと連動する．温度と圧力が安定すると，ビニール膜の変形が停止

するため，この状態を確認した後にロードセルの位置を固定し，引張試験を行うと

いう手順である．

ただし，実際に試験を行う場合には，さらに図 3.4(b)に示すような外部への液漏

れ対策を行うこととする．この膜構造を適用するときに液漏れ対策が必要な箇所は，

感知軸－Oリング間とビニール膜－側面壁間である．まず感知軸－Oリング間の液

漏れについては，Oリングホルダーを使用することで密着性を高める．次にビニー

ル膜－側面壁間については，ビニール膜と側壁面の間に柔らかく変形に富むポリウ

レタンシートを挟むことで，密閉性を向上させることとする．

(a) Basic structure.　 (b) Improved structure.

Fig.3.4 Schematic of film structure for low load sensing.
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3.2.2.2 温度調節装置

温度調節装置は図 3.5に示すように，環境槽の蓋部に設置した定格容量 310Wの京

セラ社製セラミックヒーターによって槽内の溶液を直接加熱する構造で，温度制御

にはKEYENCE社製のマルチ入力温度調節器TF-4を用いる．なお，蓋－セラミッ

クヒーター間のシールにはセメダイン社製バスコークを使用する．また，環境槽底

部にはアズワン製磁力誘導式攪拌器が設けられており，槽内の攪拌子を回転させる

ことにより，溶液の温度および溶質の均質化を行う．また，この温度を測定するセ

ンサーとしては，蓋にKEYENCE社製のK熱電対TF-C11を貫通させている．

この温度調節器は図 3.5のように回路ボックスと接続されており，回路ボックスの

中は図 3.6のようになっている．この回路は使用する電源によってリレー回路を切

り替えるように配線を組んでおり，直流電源用としてCrydom社製の半導体リレー

D1D12，交流電源用としてOMRON社製の半導体リレーG3NEを用いる．このリ

レー回路が温度調節器からの信号を受けてヒーターのON/OFFを切り替えること

により，溶液の温度を調節する．なお，今回の試験では交流電源のみを用いて行う．

表 3.10～3.15に温度調節装置に用いた主な既製品の仕様を示す．

Fig.3.5 Schematic of temparature control device.
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(a)Schematic.

(b)Picture.

Fig.3.6 Circuit box for temperature regulation.
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Table 3.10. Specification of the ceramic heater.

Manufacturer KYOCERA

Max. use temperture , ℃ 1000

Operating temperture , ℃ 800

Thermal conductivity , W/mK 21

Specific heat , J/gK 1

Table 3.11. Specification of the sealant.

Manufacturer CEMEDINE

Heatproof temperature , ℃ -50～200

Material Silicon

Table 3.12. Specification of the temparature controller.

Manufacturer KEYENCE

Model No. TF4-10V

Control output DC 12V　Max20mA

Control method PID 2-Pattern，ON/OFF

Input Thermocouple，(Resistance temparature sensors)

Control rate , sec. 1～120

Sampling rate , sec. 0.5

Accuracy ±0.3% of F.S. ±1digit (23℃± 10℃)

Table 3.13. Specification of the solid state relay on DC.

Manufacturer Crydom

Model No. D1D12

Line voltage , V DC 0～100

Max. input current , A 12

Control voltage , V DC 3.5～32

Surge current , A 28
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Table 3.14. Specification of the solid state relay on AC.

Manufacturer OMRON

Model No. G3NE-205T2

Rated load voltage , V AC 100～240

Input current , A 0.1～5

Control voltage , V DC 9.6～14.4

Surge current , A 60

Table 3.15. Specification of the stirrer.

Manufacturer AZ-ONE

Model No. MS-1

Stir method Magnetic

Output 4CH

この温度調節装置の性能を評価するために環境槽内を水道水で満たし，設定温度

を 30℃として，目標温度に達した後の温度維持性能を確認する．電源は 100Vの交

流電源を使用し，温度計測は 900秒間で 60秒毎に温度データを取得した．これに

より得られた温度－時間グラフを図 3.7に示す．この条件では，設定温度に対して

±0.4℃の範囲で維持が可能であることがわかる．

Fig.3.7 Performance of temparature control device.
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3.2.2.3 圧力調節装置

圧力調節装置は図 3.8に示すように，THK社製のリニアガイドHSR15Aとキョー

ワ社製の手動テストポンプ T-100Kから構成されており，テストポンプと環境槽を

ナイロンチューブで接続する．リニアガイドには錘台が取り付けられており，錘を

載せることでテストポンプのプランジャーに荷重を与え，これにより溶液が環境槽

に送られる仕組みとなっている．また，環境槽内に生じる圧力は，環境槽壁面に設

置した共和電業社製圧力変換器PAB-A-1MPで計測する．表 3.16～3.18に圧力調節

装置に用いた主な既製品の仕様を示す．

(a) Schematic. 　　　　 (b) Picture.

Fig.3.8 Pressure control device.

Table 3.16. Specification of the linear guide.

Manufacturer THK

Model No. HSR15A

Height×Width×Length , mm3 47×56.6×24
Rail length , mm 640

Weight, kg 0.2
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Table 3.17. Specification of the test pump.

Manufacturer KYOWA

Model No. T-100K

Stroke , mm 35

Plunger diameter , mm 22

Maximum pressure , MPa 10.0

Table 3.18. Specification of the pressure gauge.

Manufacturer KYOWA E. I.

Model No. PAB-A-1MP

Rating capacity 1MPa abs.

Character frequency 10kHz

Allowable temperature , ℃ -30～80

Allowable applied voltage , V 8 DC or AC

ここで圧力調節装置の性能および環境槽の耐圧性を評価するために，環境槽内を

水道水で満たし，所定の圧力を維持する試験を行った．水温を温度調節装置により

30℃に保ち，圧力条件については環境槽を密閉せずに開放状態で槽内に水を満たし

た状態を 0kPaと定め，これを密閉した状態から 20，50，100kPaに加圧した状態で，

圧力の変動を 60秒間計測した．圧力－時間の関係は図 3.9に示すように，100kPaで

も変動することなく維持でき，また液漏れも無いことを確認した．

Fig.3.9 Performance of pressure control device.
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3.3 圧力条件下における荷重値の誤差

3.3.1 軸抜けによる影響

環境槽の温度・圧力の維持性能を評価することができたため，予備試験として複

数の圧力環境下における引張試験を実施する．この予備試験では，周囲の圧力に依

らず安定した力学的特性を有すると考えられる金属製のばねを対象とする．試験条

件は表 3.19に示すように，環境槽内は水道水で満たし温度を 30℃，圧力条件を前

節と同様に 0，20，50，100kPaに定め，試験速度を 3mm/s，引張距離を 10mmとし

て荷重と変位の計測を行うこととする．また，比較として，環境槽の膜構造を使用

しない大気雰囲気中での試験データも取得することとする．

この予備試験によって取得したデータを縦軸を荷重，横軸を変位として図 3.10に

示す．ここでは，0kPaと大気雰囲気中での引張試験結果がほぼ重なっていることが

分かる．一方で，20kPa以上の圧力負荷時においては，0kPaと大気雰囲気中に比べ

て荷重が高くなる傾向を確認した．これによって膜構造を使用することによる荷重

計測への影響は，環境槽を開放状態とした 0kPaでは小さいといえるが，密閉状態

として圧力を負荷した環境では無視することができないと考えられる．

この原因については，荷重軸が引張試験中に環境槽内から引き抜かれることによ

り起こる圧力低下に対し，圧力調節装置が十分に追従できず，減圧により膜に環境

槽内側方向への力が作用したと考えられる．そこで次節では荷重計測について，こ

の圧力負荷時の軸抜けによる影響に対する補正法を提案することとする．

Table 3.19. Preliminary tensile testing condition.

Specimen Metal spring

Testing rate , mm/s 3

Elongation , mm 10

Pressure , kPa 0 20 50 100 Atm.

Solution Tap water

Temperature , ℃ 30
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Fig.3.10 Load-displacement curves under atm. and pressure condition.

3.3.2 補正方法

図 3.10における圧力負荷時の荷重については，圧力の値に対する傾向が確認でき

ず，大気雰囲気中の結果と比較して一様に高い値となっているといえる．そこでま

ず，軸抜けによる荷重計測への影響について圧力の値に対する検証実験を行う．こ

こでは環境槽の蓋に取り付けた圧力調整装置との接続用バルブを利用して，バルブ

の開閉により環境槽内を開放状態と密閉状態とすることで，0kPaの同圧力条件下で

引張試験を行う．なお，他の試験条件については表 3.19と同様とする．

この検証実験から，図 3.11に示すように環境槽の密閉状態において，図 3.10の

圧力負荷時と同程度に荷重が高くなる結果を得た．このことにより，膜構造を使用

する場合には加圧の程度によらず，密閉状態の環境槽から軸が引き抜かれたことに

よって，荷重計測へ影響を及ぼすことが確認できた．そこで，これを補正する方法

としては，100kPaまでの圧力環境下においては圧力の値は考慮に入れず，環境槽外

に引き抜かれた荷重軸の体積が直接的に影響すると考えることとする．

具体的な補正方法としては，荷重軸の変位量から荷重補正値を算出し，これを引

張試験で得られた荷重データから直接引くこととする．この荷重補正値は図 3.11に

おいて表 3.20に示すように，それぞれの結果から最小二乗法により求めた傾きの差

を取り，この差と荷重軸の変位量の積とする．この補正方法を図 3.10に適用した結
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Fig.3.11 Load-displacement curves under open state and closed vessel.

Table 3.20. The slope of linear approximation and their difference.

Condition Slope , N/m

Open state 45.713

Closed 34.639

Difference 11.074

果を図 3.12に示す．これにより，100kPaまでの各圧力条件において荷重は同程度と

なり，軸抜けで生じる圧力変動による膜構造の影響を軽減できていることが確認で

きる．生体軟組織に対する引張試験においても，環境槽を密閉状態とする場合には

この補正法を適用することとする．

3.4 周囲環境を考慮したニワトリ深胸筋の引張試験

開発した試験システムを使用して，生体軟組織に対する引張試験を行うことで粘

弾性特性の観察を行う．ここで，生体組織の力学的特性について評価する場合に問

題となるのが，実験対象の生死である．生体組織の生死については様々な分野で諸説

あり，一様に定義することは困難であるが，骨格筋の場合には能動的な筋収縮を起

こすか否かという指標が例として挙げられるであろう．軟組織の力学的特性の評価

は一般的に，生体の評価や数値シミュレーションに応用するために実施されること
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Fig.3.12 Corrected load-displasement curves under atm. and pressure condition.

から，生体組織は生きている方が望ましい．しかしながら，様々な器官で構成されて

いる生体において，体内の特定の器官のみに対して生体を傷つけずに引張試験を行

うことは不可能である．他方で近年，国内メーカーの動物実験廃止 (15)など，動物実

験の倫理に関心が益々高まっている．そこで本論文について考察すると，ここで主眼

としているのは生体軟組織の外力に対する受動的な粘弾性特性の評価である．特に

骨格筋については能動的に収縮・弛緩している状態で受動特性が異なること (16)を考

えると，能動特性と受動特性の関連性は重要であると考えられるが，本論文ではま

ず受動特性のみについて検討を行うこととしたい．ここで，渡邉ら (17)により，と殺

後の極めて新鮮な供試肉の応力緩和試験において筋収縮が起こり，異常曲線が観察

された例が報告されている (18)．また引張試験によるデータの取得では，複数回の試

験を行うこととなるが，現実に全く同じ試験片を複数準備することは不可能に近い．

そこで，組織の生死に拘わらず，ある程度のバラツキは避けることができないこと

から，動物実験の判断の基準とされる 3R（Replacement，Reduction，Refinement）

の原則 (19) を基に考えると，現段階では代替法の利用が望ましい．よって，本論文

では一般的に購入が可能な精肉の中から安価で入手し易く，目視による筋繊維方向

の確認が可能なニワトリの深胸筋を供試体とすることとする．
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3.4.1 試験条件

生体軟組織の圧力環境を考慮した粘弾性特性の計測を行うための試験条件を表3.21

に示す．引張試験は試験片に対してひずみ速度 0.1/sで，筋に損傷を与えないと考

えられる真ひずみ 0.2で停止し，引張停止後の応力緩和も計測することとする．ま

た試験環境について，溶液は生理食塩水を参考にして 0.9％NaCl水溶液とし，温度

は生体に影響を与えないと考えられる 30℃で一定に保つこととする．圧力条件は 0，

20，50，100kPaと定め，試験回数はそれぞれの圧力条件について 10回ずつとする．

次に試験片の作成について示す．骨格筋は図 3.13(a)の紡錘状筋や (b)の半羽状筋

などの様々な形状を有しているが，本論文で試料として採用するニワトリの深胸筋

は (c)に示す羽状筋に分類される．試験片の作成では各実験条件ごとに，肉眼で確

認できる最小単位の筋繊維束を医療メスで切り出すこととする．なお，複数回の試

験を実施する上で個体差による影響を小さくするために，用意したニワトリの深胸

筋一体につき 4つの圧力条件分の試験片を作製することとする．試験片の支持に関

しては，試験片に締め付け力を与えないようにアルミ箔とシアノアクリレート系の

ゼリー状瞬間接着剤を用いて図 3.14のように支持することとする．

次に試験データに関して，ひずみ算出のための標点間距離はチャック間距離とし

て，試験片の大きさから 20mmとし，試験片ごとにノギスで測定した値を用いるこ

ととする．また，応力算出のための断面積については，試験片の断面形状を楕円と

仮定して，ノギスで測定圧に留意しながら短径と長径をそれぞれ 3回ずつ測定して，

その平均値から算出することとする．

Table 3.21. Tensile testing conditions.

Specimen Deep pectoral muscle of chicken

Gauge length , mm 20

Maximum strain 0.2

Strain rate , /s 0.1

Experimental number 10

Pressure , kPa 　 0　 　 20　 　 50　 　 100　

Solution 0.9％NaCl

Temperature , ℃ 30
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(a) Fusiform muscle. (b) Unipennate muscle. (c) Bipennate muscle.

Fig.3.13 Classification by the shape of muscle.

Fig.3.14 Schematic of chucking.

3.4.2 試験結果

3.4.2.1 応力平均値と標準偏差

図 3.15に各圧力条件の応力－時間曲線を示す．各線はそれぞれ 10回の試験の応力

に関する平均値でエラーバーは標準偏差を表している．このグラフでは，一定ひず

み速度における引張による負荷過程での非線形的な応力の増加と，引張停止後の緩

やかな応力緩和現象を確認することができる．これにより，生体軟組織であるニワ

トリの深胸筋は 2.2.4節で示した粘弾性特性を有しているといえる．またこの図 3.15

からは，各圧力条件における応力の平均値が，負荷過程と応力緩和過程ともに差異

が小さいことが読み取れるため，開発した計測システムを使用することで安定した

引張試験の実施が可能であるといえる．なお，各圧力条件における標準偏差に着目

して比較を行うと，20，50kPa時には 0kPaよりも標準偏差が大きくなり，100kPa

で最も小さくなっていることもわかる．
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Fig.3.15 Stress-time curves of muscle under pressure.

3.4.3 全引張試験結果

次に，各圧力条件における全引張試験結果を図 3.16～3.19に示す．これを観ると

図 3.15の標準偏差でも示されていたように，ニワトリの深胸筋一体につき 4つの圧

力条件分の試験片を作製するなどの個体差に配慮した試験を行ったが，生体軟組織

の力学的特性についてはバラツキが大きいことが分かる．次に，負荷過程における応

力－時間曲線の曲線形状は下に凸になる場合が多いが，一部では直線形状に近いも

のもあることがわかる．この曲線形状について，下に凸となることに関してはFung

による指摘 (20) と一致し，直線に近いものについては後藤らによる指摘 (21)(22) と一

致する．また，下に凸であった曲線形状が負荷過程の途中で上に凸となるものもあ

ることが分かる．このことから前述のバラツキの大きさと併せて，生体軟組織の力

学的特性には，ゆらぎ・うねりなどの不規則性（Fluctuation）が存在すると考えら

れる．さらに応力緩和過程については，すべての試験結果で時間の経過とともに漸

近的に応力が減少していることも確認することができる．これらのことから，開発

した計測システムによる生体軟組織の変形挙動の観察が有効であるとともに，特に

負荷過程や応力緩和過程における曲線形状など，生体軟組織の複雑な力学的特性に
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関する基礎的なデータを取得することができたといえる．

Fig.3.16 All stress-time curves of muscle under 0kPa.

Fig.3.17 All stress-time curves of muscle under 20kPa.
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Fig.3.18 All stress-time curves of muscle under 50kPa.

Fig.3.19 All stress-time curves of muscle under 100kPa.
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3.5 本章の結論

本章では，in vitroな実験においても可能な限り生体内に近い環境で，幅広いひず

み速度における引張試験を実施可能とする計測システムの開発を行った．この計測

システムは一定ひずみ速度による負荷過程と変形停止後の応力緩和過程を計測可能

な高速引張試験機と，溶液の温度・圧力を調整可能な疑似生体内環境槽で構成した．

これを用いて生体軟組織であるニワトリの深胸筋から作製した試験片に対して 4種

類の圧力条件下における引張試験を行い，負荷過程と応力緩和過程における応力－

時間曲線を取得した．この結果から，負荷過程における曲線が下に凸や直線に近い

形状となることと，時間の経過とともに応力が漸近的に減少する応力緩和現象など

の，軟組織が有する力学的特性に関する基礎的なデータを取得することができた．
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第4章 引張試験による粘弾性特性の

評価

4.1 はじめに

2.3.3節では，3要素固体モデルを使用することで生体軟組織の粘弾性特性評価が

可能であることを示した．しかしながら，これは固体的な漸近弾性挙動と時間の経

過とともに応力緩和現象を示すという 3要素固体モデルの基本的な性質を根拠とし

たものであり，軟組織の複雑な粘弾性特性に対しては必ずしも有効であるとは限ら

ない．特に 3.4.3節で示した軟組織の負荷過程における複雑な変形挙動を評価するた

めには，モデルを構成する要素の数を増やす必要があることも考えられるが，評価

や解析の面からは最小要素数の粘弾性構成モデルの使用が望ましい．そのため，要

素数を増やすことなく複雑な粘弾性特性にも適用可能とする手法が必要となる．

本章では，3要素固体モデルを応用した生体軟組織の粘弾性特性の評価について

示す．まず，3要素固体モデルを構成する各要素を非線形化した物性パラメーター

算出法について提案する．次に，この算出手法をニワトリの深胸筋から作製した試

験片に対する引張試験結果に適用することで，各物性パラメーターを算出する．物

性パラメーターの有効性については，これを用いた数値シミュレーション結果と実

験結果を比較することで検討し，パラメーター算出の改善手法についても示す．

4.2 3要素固体モデルの非線形物性パラメーターの算出

手法

少ない要素数の粘弾性構成モデルで複雑な変形挙動の評価・解析を行うために，本

節ではモデルを構成するバネ要素とダッシュポット要素の物性値に状態量の依存性

を与えて非線形化した物性パラメーターを導入することとする．状態量にはひずみ

77
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を採用することとし，本節ではこの物性パラメーターの算出手法について示す．

4.2.1 3要素固体モデルと構成式

Fig.4.1 Three-Element-Solid model.

図 4.1にひずみ依存性を有する物性パラメーターを導入した 3要素固体モデルを

示す．この図中の添え字 e，ve，vはそれぞれ弾性部，粘弾性部内の弾性部，粘弾性

部内の粘性部を表し，Young率をE，粘性コンプライアンスをCとする．まずこの

モデルの構成関係式は 2.3.3節と同様に，全ひずみ速度 ε̇が，弾性部ひずみ速度 ε̇e お

よび粘弾性部ひずみ速度 ε̇v の和として，以下のように示すことができる．

ε̇ = ε̇e + ε̇v (4.1)

ここで，各構成要素の力学的特性を示す物性パラメーターについては，各ひずみ εe，

εvの依存性を有した関数形として弾性部Young率Ee(εe)，粘弾性部Young率Eve(εv)

および粘性コンプライアンスC(εv)で表すものとすると，それぞれの構成要素につ

いて，以下の関係が成立している．

σ̇ = Ee(εe) · ε̇e (4.2)

σ̇ve = Eve(εv) · ε̇v (4.3)

ε̇v = C(εv) · σv = C(εv) · (σ − σve) (4.4)

ここで σ，σ̇は応力，応力速度，σveと σ̇veは粘弾性部内の弾性部の応力とその速度

を表すものとする．
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4.2.2 物性パラメーターの算出手順

本節では，一定ひずみ速度における引張試験によって得られる実験結果から，物

性パラメーターを算出する手順を示す．具体的には，3つのひずみ速度による引張

試験からそれぞれの応力－時間曲線を取得し，同じ応力におけるひずみの差から各

物性パラメーターを算出する．なお，この手順では応力緩和曲線は使用せずに物性

パラメーターを算出することが可能である．

4.2.2.1 負荷過程のひずみ速度

Fig.4.2 Schematic of stress-time curves.

想定する応力－時間曲線では前章と同様に，一定ひずみ速度での引張を負荷過程，

変形停止後を応力緩和過程と呼ぶこととする．物性パラメーターの算出手順として，

まず次式の関係を持つ 3つのひずみ速度 ε̇I(I = α,β, γ)を想定する．

ε̇α > ε̇β À ε̇γ (4.5)

この関係は，比較的高速な異なる 2つのひずみ速度 ε̇α，ε̇β と，これらに比べ極めて

低いひずみ速度 ε̇γ である．この時，応力－時間曲線は図 4.2のように，ひずみ速度

ε̇I が高くなるにつれて停止時の応力ピーク値が高くなるが，極低速なひずみ速度 ε̇γ

は応力ピークおよび応力緩和が観察できない，すなわち粘性を無視できるとみなせ

る条件を理想とする．この限りなく 0に近いが 0では無い極低速の理想条件の関係

を次のように表すこととする．

ε̇γ ∼ 0 (4.6)
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なお，本論文では図 4.2のような，物性パラメーターの算出に使用する 3つのひず

み速度 ε̇I から得られる応力－時間曲線を基準データと呼ぶこととする．

4.2.2.2 応力曲線の区切と弾性部変形

物性パラメーターの算出では，基準データの負荷過程を図 4.2の細い破線で示す

ように区切って考える．応力レベルが σk から σk+1 までの過程におけるひずみ速度

ε̇I について，3要素固体モデルでは構成関係式 (4.1)から次式のように，弾性部ひず

み速度 ε̇eIk と粘弾性部ひずみ速度 ε̇vIk の和で表現することができる．

ε̇I = ε̇eIk + ε̇vIk (4.7)

ここで弾性部ひずみ εeIk と粘弾性部ひずみ εvIk は，この過程での時間増分∆tIk+1 を

用いて次の関係で定義する．

εeIk+1 := εeIk + ε̇eIk ·∆tIk+1 (4.8)

εvIk+1 := εvIk + ε̇vIk ·∆tIk+1 (4.9)

3要素固体モデルでは，弾性部ひずみ εeIk がひずみ速度 ε̇I に依存せず，応力によっ

て決まるため，同じ応力レベルでは εeαk = εeβk = εeγk の関係が常に成立する．これに

より弾性部Young率Eeについては，次に示す関係が成立している．

Ee(εeαk) = E
e(εeβk) = E

e(εeγk) (4.10)

この Young率 Ee(εeIk)については，応力増分∆σk+1 と時間増分∆tIk+1 から定義す

る応力速度 σ̇Ik := ∆σk+1/∆tIk+1 を用い，併せて式 (4.2)に式 (4.1)，(4.4)を代入す

ることによって次式が導出できる．

Ee(εeIk) =
σ̇Ik

ε̇I − C(εvIk) · (σ̄k+1 − σveIk)
(4.11)

ここで応力 σ̄k+1 は増分区間の基準応力を表しており，応力増分∆σk+1 の過程で線

形関係を仮定した平均応力である σ̄k+1 = (σk+1 + σk)/2とする．この基準応力 σ̄k+1

は，ひずみ速度 ε̇I に依らない値となる．さらに粘弾性部の応力 σveIk は，式 (4.3)よ

り導出できる関係とする．
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4.2.2.3 負荷開始時の物性パラメーター

ここで，負荷開始 k = 0の状態に応力増分∆σ1 を与えて応力レベルを σ0 から σ1

とする条件を考える．まず弾性部Young率Eeについて，ひずみ速度 ε̇α，ε̇β に関し

てそれぞれ次式が定義できる．

Ee(εeα0) :=
σ̇α0

ε̇α − C(εvα0) · (σ̄k+1 − σveα0)
(4.12)

Ee(εeβ0) :=
σ̇β0

ε̇β − C(εvβ0) · (σ̄k+1 − σveβ0)
(4.13)

この負荷開始時では，ひずみが生じていないことから ε = 0であるため弾性部ひず

みでは εeα0 = εeβ0 = 0の関係が成立し，これに併せて弾性部Young率Eeには次の関

係が成立する．

Ee(εeα0) = E
e(εeβ0) = E

e(0) (4.14)

また粘弾性部ひずみでも εvα0 = εvβ0 = 0の関係が成立することから，粘性コンプライ

アンスCには次の関係が成立する．

C(εvα0) = C(ε
v
β0) = C(0) (4.15)

ここで式 (4.12)，(4.13)および式 (4.15)を式 (4.14)に代入することで，粘性コンプ

ライアンスC(0)は以下のように導出することができる．

C(0) =
1

σ̄1

σ̇α0ε̇β − σ̇β0ε̇α
σ̇α0 − σ̇β0

(4.16)

一方，式 (4.16)を式 (4.14)に代入することで，弾性部Young率Ee(0)は次の関係で

導出できる．

Ee(0) =
σ̇α0

ε̇α − C(0)σ̄1 =
σ̇β0

ε̇β − C(0)σ̄1
=
σ̇α0 − σ̇β0
ε̇α − ε̇β

(4.17)

これらの結果から，粘性コンプライアンスC(0)と弾性部Young率Ee(0)は，比較的

高速なひずみ速度 ε̇α，ε̇β の 2つの実験結果から導出可能なことが分かる．さらに粘
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弾性部Young率Eveについては，極低速条件 ε̇γ ∼ 0 と式 (4.4)から得られる σ～σve

すなわち σ̇～σ̇veとなる関係，および式 (4.17)で求められた弾性部Young率Ee(0)を

式 (4.1)，(4.2)，(4.3)の関係へ適用する事によって，次式が定義できる．

Eve(0) :=
Ee(0)Eγ0

Ee(0)− Eγ0

(4.18)

ここでEγ0は，実験から得られる極低速なひずみ速度 ε̇γ の応力－ひずみ曲線の傾き

であって，この時のひずみ増分∆εγ1 := ε̇γ∆tγ1からEγ0 := ∆σ1/∆εγ1とする．この

式 (4.18)は，3要素固体モデルが極低速では弾性部 Young率 Ee と粘弾性部Young

率Eve の 2つの要素の直列モデルで近似できる性質を表したものである．本節の以

上の結果より，負荷開始時の物性パラメーターEe(0)，Eve(0)，C(0)を 3つのひず

み速度 ε̇I(I = α, β, γ)の実験結果から導出できる．

4.2.2.4 負荷過程の物性パラメーター

次に，負荷過程 k ≥ 1の区間について考える．このとき弾性部Young率Ee につ

いてはEe(εeαk) = E
e(εeβk) が式 (4.10)に示す関係から成立する．一方の粘弾性部に

ついては，ひずみ速度 ε̇α と ε̇β の 2つの条件から得られる次の応力レベル σk の粘性

コンプライアンスC(εvαk)，C(ε
v
βk)と基準となる粘性コンプライアンスC(εvk−1)の関

係を明らかに出来れば，その関係と式 (4.11)，(4.12)から粘性コンプライアンス C

の値を求められる．ここで，k − 1番目の応力レベル σk−1で基準となる粘弾性部ひ

ずみ εvk−1に最高ひずみ速度 ε̇α の条件から得られる値を採用して

εvk−1 := εvαk−1 (4.19)

と定義し，次の基準となる粘弾性部ひずみ εvk における粘性コンプライアンスC(εvk)

を定義するものとする．このとき本論文では，簡便性から 2つのひずみ速度 ε̇αと ε̇β

に関する粘性コンプライアンス C において図 4.3に示すような線形関係を仮定し，

次式に示す関係を考える．

C(εvαk)− C(εvk−1)
εvαk − εvk−1

=
C(εvβk)− C(εvk−1)

εvβk − εvk−1
(4.20)

この式 (4.20)について，式 (4.10)と (4.11)から得られる関係
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Fig.4.3 Assumption of linearity relationship in viscous compliance C.

C(εvαk) =

ε̇α − σ̇αk
σ̇βk

{ε̇β − C(εvβk) · (σ̄k+1 − σveβk)}
σ̄k+1 − σveαk

(4.21)

へ代入することで，粘性コンプライアンスC(εvk)を次のように定義することができる．

C(εvk) := C(ε
v
αk) =

σ̇βkε̇α − σ̇αkε̇β + (1−Rk)σ̇αk(σ̄k+1 − σveβk)C(ε
v
k−1)

σ̇βk(σ̄k+1 − σveαk)− Rkσ̇αk(σ̄k+1 − σveβk)
(4.22)

ここで，係数Rk は次の関係とする．

Rk =
εvβk − εvk−1
εvαk − εvk−1

(4.23)

また弾性部のYoung率Ee(εek)については，式 (4.10)，(4.11)および (4.22)の関係を

用いることによって，次式で定義できる．

Ee(εek) := E
e(εeαk) =

σ̇αk
ε̇α − C(εvk) · (σ̄k+1 − σveαk)

(4.24)

さらに粘弾性部Young率Eve(εvk)も，複数のひずみ速度条件間での関係を明らかに

してその値を求めるため，2つのひずみ速度 ε̇α，ε̇γ に関する値 Eve(εvαk)，E
ve(εvγk)

について，図 4.4に示すような簡便な線形関係を仮定した次に示す関係を考える．

Eve(εvαk)− Eve(εvk−1)
εvαk − εvk−1

=
Eve(εvγk)− Eve(εvk−1)

εvγk − εvk−1
(4.25)
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Fig.4.4 Assumption of linearity relationship in Young’s modulus Eve.

また極低速条件 ε̇γ ∼ 0から，4.2.2.3節と同様の手順によって，粘弾性部Young率

Eve(εvγk)は応力－ひずみ曲線の傾き Eγk := ∆σk+1/∆εγk+1 を用いて次式が定義で

きる．

Eve(εvγk):=
Ee(εeγk)Eγk

Ee(εeγk)− Eγk

=
Ee(εeαk)Eγk

Ee(εeαk)− Eγk

=
Ee(εek)Eγk

Ee(εek)− Eγk

(4.26)

この式 (4.25)と (4.26)の関係から，粘弾性部Young率Eve(εvk)が次式で定義できる．

Eve(εvk):= E
ve(εvαk) = E

ve(εvk−1) +

εvαk − εvk−1
εvγk − εvk−1

Ã
Ee(εek)Eγk

Ee(εek)− Eγk

− Eve(εvk−1)
!

(4.27)

以上，ここまでの前節と本節の結果によって，3つあるひずみ速度 ε̇I の実験結果

より，負荷開始から終了までの物性パラメーターEe(εek)，E
ve(εvk)，C(ε

v
k)が弾性部

ひずみ εekと粘弾性部ひずみ εvkの関数として数学的に定義できる．ただし，ここで離

散的な変数として定義された弾性部ひずみ εek と粘弾性部ひずみ εvk については，こ

の分割を十分細かくすることで連続的な値 εe，εv として取り扱うこととする．
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4.2.3 既知の一定物性値算出による手法の検証

ここでは基準条件として，弾性部 Young率 Ee = 130kPa，粘弾性部 Young率

Eve = 90kPa，粘性コンプライアンスC = 0.005× 10−3/(Pa · s)の 3要素固体モデル

が示す基準データに対して，物性パラメーターの算出法を適用することで有効性の

検証を行う．まず図 4.5の細線は，上記の物性値を有する 3要素固体モデルに指定ひ

ずみ速度 ε̇α = 1/s，ε̇β = 0.1/s，ε̇γ = 0.005/sで所定ひずみ量 εmx = 0.2まで負荷し

た後に，変形を停止させた場合の応力－時間曲線である．ここでは，ひずみ速度 ε̇α

と ε̇β の応力ピーク値に明確な差があり，その後の応力緩和も示されている．また，

負荷過程では，弾性部Young率Ee，粘弾性部Young率Eve，粘性コンプライアンス

Cがそれぞれ一定値であるために，応力上昇に伴う粘性部ひずみ速度 ε̇vの増加によ

り，曲線形状が上に凸となっている．

この細線で示す基準データの負荷過程を 3次関数で近似した関係に対して，提案

手法の適用により算出した弾性部 Young率 Ee，粘弾性部 Young率 Eve，粘性コン

プライアンスCを図 4.6に示す．この図では算出結果を太線で示し，比較のためと

して基準条件である一定な物性値を細線で併記している．これらの算出した物性パ

ラメーターは，まず弾性部Young率Ee が 5%ほど低く，一方で粘弾性部Young率

Eve は 3%ほど高くなっている．また粘性コンプライアンス Cでは，粘弾性部ひず

み εv = 0.023近辺で約 8%の局部的な誤差が生じているものの，全体的には弾性部

Young率Ee や粘弾性部Young率Eve と同様にほぼ一定の値を保っている．これに

よって，Ee，Eve，C の何れの結果も，ほぼ一定となる物性パラメーターとして算

出できているといえる．ただし，各値で生じた差違は式 (4.16)～(4.18)による負荷

開始時の算出結果が影響したもので，これに大きく関係する応力－時間曲線を近似

する関数の精度が特に重要であると考えられる．

なお，この同定された弾性部 Young率 Ee，粘弾性部 Young率 Eve，粘性コンプ

ライアンス C を用いて求めたひずみ速度 ε̇α = 1/s，ε̇β = 0.1/s，ε̇γ = 0.005/sにお

ける応力応答が図 4.5の太線であるが，ほぼ基準データと一致していることが分か

る．この中で，応力ピーク値が基準データより低くなっている結果については，弾

性部Young率Eeが低く算出されたことが影響していると考えられる．
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Fig.4.5 Numerical stress-time curve using original and derived parameters.

Fig.4.6 Original and derived parameters.
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4.3 軟組織に対する引張試験

4.3.1 実験条件

軟組織に対する実験条件は表 4.1に示すように，物性パラメーター算出における 3

つのひずみ速度 ε̇I について，最も高速なひずみ速度 ε̇α は 3.2.1節で紹介した馬場ら

の研究報告 (1)を参考にして 1/sとし，その比較対象となるひずみ速度 ε̇β には 0.1/s

を採用する．また，粘性の影響を無視できるとする極低速のひずみ速度 ε̇γ は，ひず

みを算出するための標点間距離を 3.4.1節と同様にチャック間距離としてニワトリの

深胸筋の大きさから 20mmとしたため，引張試験機の仕様である最低速 0.1mm/sに

より 0.005/sとする．併せて所定ひずみ εmx は，筋への損傷が少ないと考えられる

0.2を目安とする．なお，多くの生体組織に対する力学試験では，一定範囲の応力，

あるいはひずみを複数回繰り返し負荷，除荷することで応力－ひずみ関係を安定さ

せるプリコンディショニングが行われているが (2)(3)，これが粘弾性特性へ影響を与

えるという報告 (4)もあるため，本論文では適用しないこととする．また，実験環境

の条件に関しては最も基本的な大気雰囲気中とする．

実験手順は 3.4.1節と同様で，実験条件ごとにニワトリの深胸筋から切り出した

試験片に対して，各ひずみ速度における引張試験を実施することで基準データを取

得する．なお，断面積に関しては，長径と短径をKEYENCE社製レーザ寸法測定器

LS-3060により計測し算出した．LS-3060の仕様を表 4.2に，また各実験条件におけ

る試験片寸法の測定結果を表 4.3にそれぞれ示す．

Table 4.1. Experimental condition.

Specimen Deep pectoral muscle of chicken

ε̇α ε̇β ε̇γ
Strain rate ε̇I , /s

　 1　 　 0.1　 0.005

Gauge length , mm 20

Maximum strain εmx 0.2

Environment Atmosphere
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Table 4.2. Specification of the laser scan micrometer.

Manufacturer KEYENCE

Model No. LS-3060

Measuring range , mm 0.8～60

Measurement position accuracy , μm ± 3 (Max.)
Repeatability , μm ± 0.5

Table 4.3. Cross-section area and radius of the specimens.

Strain rate Major axis radius Minor axis radius Cross-section area

1/s 2.70mm 1.05mm 8.91mm2

0.1/s 2.60mm 1.10mm 8.98mm2

0.005/s 1.25mm 1.05mm 4.12mm2

4.3.2 実験結果

図 4.7に各ひずみ速度における引張試験の結果として負荷過程と応力緩和過程の

応力－時間曲線を示す．ここでは，最も高いひずみ速度 ε̇α = 1/sと，その比較対象

とした ε̇β = 0.1/sにおいて 2.2.4節で示したように，ひずみ速度が高くなることで

応力応答の上昇を確認することができ，応力の最大値にも明確な差異があることが

わかる．次に極低速のひずみ速度とした ε̇γ = 0.005/sについては，応力が最も低く

なっていることから，この結果を粘性の影響が無視できるデータとみなすこととす

る．これらのことより，この引張試験により得られた応力－時間曲線を基準データ

として，生体軟組織の物性パラメーター算出を行うこととする．

4.4 物性パラメーター算出

前節で得られたニワトリの深胸筋に対する試験結果を基準データとして，物性パ

ラメーターの算出を行う．ここでは，負荷過程における各ひずみ速度の応力－時間

曲線に対して，ゆらぎの軽減と離散的な基準データを連続的に取り扱うために多項

式近似を行い，その結果を用いて提案した 3要素固体モデルの物性パラメーター算

出法を適用することとする．図 4.7の負荷過程に関しては，以下のような原点を通
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Fig.4.7 Experimental curves on tensile testing and stress relaxation.

る 3次多項式により試験の応力応答を時間 tの関数として近似する．

σ = c̃1t
3 + c̃2t

2 + c̃3t (4.28)

ここで，式中の c̃1～c̃3は定数である．この近似を行った上で各応力レベルにおける

時刻 tIk を求めることにより，物性パラメーターEe(εe)，Eve(εv)およびC(εv)の安

定した算出が可能となる．

図 4.8に算出した物性パラメーター Ee(εe)，Eve(εv)，C(εv)を示す．この算出結

果では，状態量とする εe，εv の増加に対して，弾性部 Young率Ee(εe)は増加，粘

弾性部Young率Eve(εv)はほぼ一定，粘性コンプライアンス C(εv)は減少傾向を示

しており，ここではEe(εe)とC(εv)が強い非線形性を示している．この算出した物

性パラメーターの有効性について検討するために，次節ではこれらを用いた数値シ

ミュレーションと試験結果を比較することとする．
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Fig.4.8 Young’s modulus Ee, Eve and viscous compliance C.

4.5 算出した物性パラメーターの有効性

4.5.1 シミュレーション方法

算出した物性パラメーターの有効性を検証するため，これらを用いて 4.3.1節の実

験条件についてシミュレーションを行い，基準データとして採用した図 4.7との比

較を行うこととする．まずここでは 3要素固体モデルに，時間∆tの間にひずみ∆ε

を与えることを考える．この場合では，全ひずみ増分は弾性部ひずみ増分と粘弾性

部ひずみ増分の和であることから，以下の関係が成立する．

∆ε = ∆εe +∆εv (4.29)

ここで t = 0の状態に全ひずみ増分∆εを与えることを考えると，粘性部により粘弾

性部の変位は生じないとして，以下の関係が成立する．

∆εv0 = 0 (4.30)

∆ε0 = ∆ε
e
0 (4.31)
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これよって，変形開始における初期の応力増分∆σ0は，以下のようになる．

∆σ0 = E
e(0) ·∆ε0 (4.32)

次に t = ∆tk においては，弾性部と粘弾性部のひずみ増分∆εek，∆ε
v
k は，それぞ

れ以下のように表現できる．

∆εek =
∆σk

Ee(εek−1)
(4.33)

∆εvk =
∆σvek

Eve(εvk−1)
= C(εvk−1) · (σ̄k − σvek )∆tk (4.34)

なお σ̄k は 4.2.2.2節と同様に，増分区間の基準応力を表しており，ここでは以下の

式となる．

σ̄k =
1

2
(σk + σk−1)

=
1

2
(2σk−1 +∆σk−1)

= σk−1 +
1

2
∆σk−1 (4.35)

また粘弾性部内の弾性部応力増分∆σvek−1は次式となる．

∆σvek−1 = E
ve(εvk−1) ·∆εvk (4.36)

これらにより，以下の関係が成立する．

σ̄k − σvek = (σk−1 +
1

2
∆σk−1)− (σvek−1 +

1

2
∆σvek−1)

= σk−1 − σvek−1 +
1

2
(∆σk−1 − Eve(εvk−1)∆εvk) (4.37)

この関係から，式 (4.34)は以下のよう示すことができる．

∆εvk = C(ε
v
k−1){σk−1 − σvek−1 +

1

2
(∆σk−1 − Eve(εvk−1)∆εvk)}∆tk (4.38)

ここで上式を∆εvk について整理すると，以下のようになる．

∆εvk =
C(εvk−1) · (σk−1 − σvek−1 +

1
2
∆σk−1)∆tk

1 + 1
2
C(εvk−1) · Eve(εvk−1)∆tk

(4.39)



92 4.5　算出した物性パラメーターの有効性

よって式 (4.29)，(4.33)，(4.39)より，全ひずみ増分∆εkは以下のように示すことが

できる．

∆εk =
∆σk

Ee(εek−1)
+
C(εvk−1) · (σ̄k−1 − σvek−1 +

1
2
∆σk−1)∆tk

1 + 1
2
C(εvk−1) · Eve(εvk−1)∆tk

(4.40)

上式を∆σk について整理すると，以下の式となる．

∆σk = E
e(εek−1){∆εk −

C(εvk−1) · (σ̄k−1 − σvek−1 +
1
2
∆σk−1)∆tk

1 + 1
2
C(εvk−1) · Eve(εvk−1)∆tk

(4.41)

シミュレーションでは，実験におけるひずみ速度 ε̇I を∆εと∆tの比として導入し，

k=1,2,…において計算することとする．

4.5.2 実験結果とシミュレーションの比較

3要素固体モデルの物性パラメーター算出手法の有効性を検討するために，前節

に示したシミュレーション方法によって基準データとの比較を行う．ここでまず有

効性の検討についての前提として，従来用いられている 2.3.3節に示した一定の物

性値を有する 3要素固体モデルを使用して，実験のシミュレーションを行い比較す

ることとする．ここでのモデルの物性値は弾性部Young率Ee = 130kPa，粘弾性部

Young率Eve = 90kPa，粘性コンプライアンス C = 0.005 × 10−3/(Pa · s)としてい

る．ひずみ速度 ε̇α = 1/s，ε̇β = 0.1/s，ε̇γ = 0.005/sにおける実験結果とモデルの応

力－時間曲線を基準データと共に図 4.9に示す．これを観ると，シミュレーション

結果では負荷過程における応力上昇が上に凸となっており，また応力緩和過程にお

いても差異が確認できる．

次に算出した各物性パラメーターを用いた 3要素固体モデルについて，シミュレー

ションを行う．ここで応力－時間曲線の導出には，各物性パラメーターを次式によ

り表現することとする

Ee(εe) = a(εe)3 + b(εe)2 + cεe + d (4.42)

Eve(εv) = a(εv)3 + b(εv)2 + cεv + d (4.43)

C(εv) = ea(ε
v+1)3+b(εv+1)2+c(εv+1)+d (4.44)
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なお，これらの式における各係数に関しては最小二乗法で求めた表 4.4に示す値を

用いることとする．これにより導出した応力－時間曲線を基準データと共に図 4.10

に示す．ここでは負荷過程について下に凸という傾向を表現することができている

ことがわかる．これにより従来のモデルと比較して，物性パラメーターを導入した

3要素固体モデルは有効であるといえる．ただし基準データと比較すると，特に緩

和後の応力値に差異が確認できるため，これについてさらに検討することとする．

Table 4.4. Coefficient of approximated Young’s modulus Ee，Eve and viscous com-
pliance C.

Ee, kPa Eve, kPa C, 10−3/(Pa · s)
a 1.15× 105 −1.02× 105 −3.70× 103
b −1.53× 104 7.13× 103 1.15× 104
c 1.40× 103 −1.43× 102 −1.20× 104
d 9.73× 10 1.29× 102 4.17× 103

Fig.4.9 Experimental and numerical stress-time curves derived by linear paramaters.
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Fig.4.10 Experimental and numerical stress-time curves derived by direct applica-
tion of the valuation technique.

4.6 極低速ひずみ速度の基準データ補正法

前節の応力緩和過程で観察された差違の改善のため実験結果を精査したところ，

極低速条件 ε̇γ において図 4.11に示すように，変形停止後の応力緩和が確認できた．

このことは，4.2.2.1節で述べた極低速条件 ε̇γ では粘性の影響は無視できるほど小さ

いという仮定が適用できない事を示しており，この改善には理想条件 ε̇γ ∼ 0での引

張試験が望まれる．しかしながら試験機の機能に制約があり，理想条件 ε̇γ ∼ 0が実

現できない場合であっても，物性パラメーター算出法を適用可能とすることは，実

用性という点で重要であると考えられるため，本節では基準データの補正方法を提

案する．

4.6.1 基準データの補正方法

極低速条件 ε̇γ での基準データから得られるEγ(ε)に含まれる応力緩和の影響を簡

易的に減らす補正方法として，本節では図 4.12のようにEγ(ε)に応力緩和後の応力

σγrxを通るよう補正係数をかける方法を示す．この場合，負荷停止時の応力を σγmx
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Fig.4.11 Stress-strain curves of pectoralis of chicken at strain rate ε̇γ .

Fig.4.12 Estimation procedure of stress-strain curve to cancel the effect of stress
relaxation.

とすると，応力緩和の影響を補正されたE 0γ(ε)は次式で表すことができる．

E 0γ(ε) =
σγrx
σγmx

Eγ(ε) (4.45)
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4.6.2 補正した基準データによる物性パラメーターの算出

補正したE 0γ(ε)を用いて，本論文で提案する算出法により物性パラメーターを求

めた結果を図 4.13の太線で示す．実験で得られたままのEγ(ε)を用いて算出した細

線で示す物性パラメーターと比較すると，弾性部Young率Ee と粘性コンプライア

ンスCがほぼ変化していないのに対して, 極低速ひずみ速度 ε̇γ における応力緩和の

影響を補正したことによって，粘弾性部Young率Eveが大きく低下した事が分かる．

この算出結果を前節と同様に式 (4.42)∼(4.44) および表 4.5に示す係数を用いて使

Fig.4.13 Estimated Young’s modulus Ee, Eve and viscous compliance C.

Table 4.5. Modified coefficient of approximated Young’s modulus Ee，Eve and vis-
cous compliance C.

Ee, kPa Eve, kPa C, 10−3/(Pa · s)
a 6.19× 104 −4.62× 102 −6.23× 103
b −5.60× 103 −2.25× 102 1.94× 104
c 1.03× 103 1.98× 102 −2.01× 104
d 1.01× 102 5.85× 10 6.96× 103
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Fig.4.14 Numerical stress-time curves derived by the modified technique with the
experimental results.

用することで，実験をシミュレートした結果を図 4.14 の太線で示す．ここで実験結

果を示している細線と比較すると，まず負荷過程では下に凸となる応力－時間曲線

は図 4.10と同様に再現できているが，ひずみ速度 ε̇I が小さいほど細線で示す実験と

の差違が大きくなっている．一方で応力緩和過程についても観てみると，応力－時

間曲線のプロファイルおよび漸近する応力レベルとも実験との差違が図 4.10と比較

して改善されていることが分かる．また，ひずみ速度 ε̇I 間で比較すると，ひずみ速

度 ε̇α = 1/sで最も良く一致した結果となっているが，ひずみ速度 ε̇β = 0.1/sの負荷

過程において，初期では上に凸の傾向であった応力応答が負荷進行に伴って下に凸

の傾向へ移行するうねりが生じている．これは試験結果で観察されていない曲線形

状であるため，後の 4.7節にて検討を行うこととする．

4.6.3 基準データ補正方法の実用性

ニワトリの深胸筋に対しては，試験機仕様の制限から応力緩和の影響を排除した

理想的な極低速条件 ε̇γ ∼ 0での実験が実施できなかった．一方で 4.2.3節に示した

一定物性値に対する算出では，極低速条件 ε̇γ = 0.005/sの負荷停止時の応力 σγmxと

応力緩和後の応力 σγrx の差異が 3%未満であったことから，この基準データの補正
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方法を適用せずに比較的に一致した結果が得られたと考えられる．したがって提案

した手法による物性パラメーターの算出に際しては，まず供試材の極低速条件 ε̇γ に

おける応力緩和の程度を確認し，この結果から基準データの補正の是非を検討すべ

きと考えられる．また，応力緩和を無視することなく粘弾性部Young率Eveを算出

する手法が提案できれば，本節で提案したような補正法は必然的に不要となる．

4.7 応力応答の曲線近似法の検討

3要素固体モデルの物性パラメーター算出法は，力学試験においてひずみ速度が

速いほど高い応力応答を示すことを前提としている．しかしながら，実際の試験に

より得られる応力応答にはノイズが存在するため，特に引張開始点付近において曲

線の交差が生じることで，この前提条件が成立しなくなる場合がある．また 3.4.3節

でも指摘したように，生体軟組織では負荷過程においてゆらぎ・うねりなどの応力

応答を示す場合もある．そのため，物性パラメーターを安定して算出するためには，

この応力応答を評価して適切に曲線近似したデータを使用する必要がある．これに

ついて 4.4節では，負荷過程における非線形な応力応答を近似する手法として一般

的な多項式近似を用いた．

これについて，物性パラメーター算出法では複数のひずみ速度での負荷過程にお

ける応力応答を使用することから，この評価方法がパラメーター算出結果に大きく

影響することとなる．4.6.2節で確認したひずみ速度 ε̇β = 0.1/sのシミュレーション

結果における負荷過程での曲線形状のうねりも，これに影響を受けていると考えら

れる．そこで，この分析ために本節では，不規則性を有する生体軟組織と比較して

安定した粘弾性挙動を示すスチレンブタジエンゴム（SBR）スポンジを用いて，引

張試験から得られた応力応答に多項式近似および物性パラメーター算出法を適用し，

さらに曲線の近似法に対する検討を加えることとする．

4.7.1 負荷過程の曲線近似の分析

4.7.1.1 両対数グラフでの近似

ここでは近似関数の検討について，図 4.15に示すような軟質セル構造体である

SBRスポンジに対する引張試験から得られる基準データを用いることとする．まず
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(a) Picture. (b) Microscope image.

Fig.4.15 SBR foam.

Table 4.6. Experimental condition.

Specimen SBR foam

Gauge length , mm 20

Strain 0.1

Strain rate , /s 1，0.1，0.005

Environment Atomoshere

SBRスポンジの基本的な力学的特性を評価するために，表 4.6に示すような前節のニ

ワトリの深胸筋に対するものとほぼ同等な引張試験条件における応力－時間曲線を

取得する．なお，引張試験機への取り付けについては，端面に図 4.16のようなチャッ

ク部品を接着することとするが，両端拘束による影響は定量評価が困難であること

から本論文では考慮をしないこととする．

この実験から，図 4.17に示す応力－時間曲線のように，ニワトリの深胸筋ほどで

はないが負荷過程の応力ピーク値の差と応力緩和現象という粘弾性挙動を観察する

ことができた．この図 4.17の応力応答に関して，その分析を目的として負荷過程に

ついて両対数グラフで表記したものを，多項式 (4.28)を用いて最小二乗法で近似し

た曲線と共に図 4.18に示す．これを観ると，3つのひずみ速度 ε̇I 毎に全般的な近似

が多項式 (4.28)によってできていることが分かるが，応力ピーク値より後の外挿に

相当する部分で大きな曲率の変化が生じているのに加えて，負荷開始時の付近では

差が生じていることも分かる．これらのことについて，まず外挿部分で生じた曲率
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Fig.4.16 Test piece of SBR foam.

Fig.4.17 Experimental curves of SBR foam at each strain rate.

の変化は 3次多項式 (4.28)の過剰な次数によるものと考えられる．一方で，次数が

過剰と考えられる条件であっても負荷開始時付近の変化を多項式 (4.28)では近似で

きないと考えられる．

物性パラメーターの算出法を適用する場合，この算出法が負荷開始時の応答を出

発点として非線形な物性パラメーターを求めるものであるため，負荷開始時付近で

差が生じやすい多項式 (4.28)による試験結果の近似・補間では，算出した物性パラ

メーターに適切な値との差が生まれやすくなると考えられる．
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Fig.4.18 Approximating approach of stress-time curves of SBR foam by using poly-
nomial equation.

そこで，この過剰な次数による外挿部分での差の低減と負荷開始時付近の差の低

減を目指して種々の関数形を検討した中から，本報では次のようなべき関数と指数

関数の積によって試験結果を近似して，物性パラメーターを算出する方法を示す．

σ = c1(t+ c2)
c3 exp

µ
− c4
t+ c5

¶
+ c6 (4.46)

ここで，式中の c1～c6は定数である．この式 (4.46)により引張試験の負荷過程を近

似した曲線を試験結果と共に図 4.19に示す．ここでは図 4.18で観られた応力ピー

ク後の外挿部分での曲率変化が生じていないことに加えて，さらに負荷開始時付近

で生じていた差が小さくなっていることが分かる．このことから，べき乗と指数関

数の積によって構成された式 (4.46)は，負荷過程の応答から非線形な物性パラメー

ター算出法で用いる試験結果の近似式としては，多項式 (4.28)よりも適していると

考えられる．

4.7.1.2 実数軸における評価

この式 (4.46)の適用性を確認するため，SBRスポンジおよびニワトリの深胸筋の

引張試験により得られた複数の応力応答について，これへ多項式 (4.28)を近似式と

して適用した結果と共に図 4.20，4.21にそれぞれ示す．まず SBRスポンジの試験結
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Fig.4.19 Approximating approach of stress-time curves of SBR foam by using mul-
tiplication form of power and exponent product.

果へ適用した図 4.20を観ると，多項式 (4.28)では図 4.18における結果と同様に応力

ピーク後の外挿部分で曲率の変化が生じているのに対して，式 (4.46)では負荷過程

の応力応答を連続的に外挿していることが分かる．次にニワトリの深胸筋の試験結

果へ適用した図 4.21の結果を観ると，SBRスポンジの結果である図 4.20よりも多

様な応力応答となっているが，多項式 (4.28)による近似では外挿部分では大小様々

な曲率変化が生じているのに対して，式 (4.46)では図 4.20と同様に負荷過程を連続

的に外挿していることが分かる．したがって式 (4.46)は，多項式 (4.28)との比較で

は，SBRスポンジやニワトリの深胸筋などの多様な不規則性がある粘弾性挙動の引

張試験での応力応答に対して，より適切な近似ができるものと考えられる．

さらに次節では，SBRスポンジおよび鶏深胸筋の引張試験の負荷過程の応力応答

を式 (4.46)によって近似することが，非線形な物性パラメーターの算出結果に与え

る影響について評価する．
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Fig.4.20 Approximating approach of stress-time curves of SBR foam by using poly-
nomial equation and multiplication form of power and exponent product.

Fig.4.21 Approximating approach of stress-time curves of muscle by using polyno-
mial equation and multiplication form of power and exponent product.
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4.7.2 応力応答のシミュレーション

4.7.2.1 物性パラメーターの算出

まず，SBRスポンジにおける引張試験の負荷過程を多項式 (4.28)とべき・指数積

式 (4.46)によりそれぞれ近似して，3要素固体モデルの物性パラメーターを算出し

た結果を図 4.22に示す．この結果を観ると，Young率Ee，Eveのレベルに差が観ら

れるのに加えて，粘性パラメーター C に至っては初期値 C(0)において顕著な差が

あり，傾向にも大きな違いが観られる．この違いは，物性パラメーターの算出手法

が負荷開始時の応答を出発点としているためと考えることができる．

次に，ニワトリの深胸筋に関して，同様に 3要素固体モデルの物性パラメーター

を算出した結果を図 4.23に示す．この結果を観ると，図 4.22の SBRスポンジの結

果に観られたほどの差違はないものの，弾性部Young率Ee では変形が大きい場合

に近似式の違いで差が顕著になる結果となっている．

Fig.4.22 Viscous compliance C and Young’s modulus Ee, Eve of SBR foam.
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Fig.4.23 Viscous compliance C and Young’s modulus Ee, Eve of muscle.

4.7.2.2 シミュレーションへの影響

ここでは，前節で近似式による差が観られた物性パラメーターについて，この差

が応力応答のシミュレーションへ与える影響を計算結果から考察する．まず SBRス

ポンジの引張試験に関しては，べき・指数積式 (4.46)を利用して算出した物性パラ

メーターを用いて計算した図 4.25の結果と比べて，多項式 (4.28)を用いた図 4.24で

は全体的に実験結果との差が生じており，特に応力緩和過程における応力レベルに

関して顕著な差がある．これは，シミュレーションで用いた図 4.22の物性パラメー

ターにおいて，特に粘弾性部Young率Eveと粘性コンプライアンスCの顕著な違い

により生じたものと考えられる．

またニワトリの深胸筋に関しては，べき・指数積式 (4.46)を用いた図 4.26につい

て，多項式 (4.28)を用いた図 4.14と比較すると，まず応力緩和過程での応力レベル

に関してべき・指数積式を用いた図 4.26の方が小さい差となっている．また，図 4.14

で観られたひずみ速度 ε̇β=0.1/sの負荷過程におけるうねりが図 4.26では観られない

結果となっている．これらは，図 4.23の考察で示した弾性部Young率Eeで観られ

た顕著な差により，特に変形が大きい範囲における応力応答の変化が多項式 (4.28)
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を用いた図 4.14のシミュレーション結果に表れたが，べき・指数積式による図 4.26

では，この影響が小さかったためと考えることができる．

Fig.4.24 Numerical stress−time curves of SBR foam by using polynomial product.

Fig.4.25 Numerical stress-time curves of SBR foam by using multiplication form of
power and exponent product.
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Fig.4.26 Numerical stress-time curves of muscle by using multiplication form of
power and exponent product.

4.7.3 べき・指数積近似式の汎用性

前節までに提案したべき・指数積近似式の妥当性を検証するため，第 3章で取得

した図 3.16～3.19に示した環境槽内でのニワトリ深胸筋に対する引張試験結果への

適用を試みる．環境槽内でのニワトリ深胸筋の引張試験結果を近似した応力－時間

曲線を図 4.27(a)～4.30(a)，その際に用いたべき・指数積近似式のパラメーター ciを

図 4.27(b)～4.30(b)に示す．この結果から，ノイズがありながら全体的に下凸傾向

が多く，中には直線傾向を示すものもある不規則な挙動を示すニワトリの深胸筋の

負荷過程に対しても，べき・指数積近似式はうねることなく曲線を表現しているこ

とがわかる．これより，本手法はニワトリの深胸筋のような生体軟組織や軟質セル

構造体である SBRスポンジの粘弾性挙動の近似法として，有効性の高いものである

と考えられる．

4.7.3.1 パラメーター ciの評価

図 4.27(b)～4.30(b)に示されるパラメーター ciの傾向と近似式の形から，パラメー

ター ciについてはそれぞれ次のような特性があると考えられる．

c1，c6　：　物理量の大きさを示す量．
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(a)

(b)

Fig.4.27 Curve fit to experimental curves of muscle in 0kPa pressure condition (a)
and its coefficient ci (b).
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(a)

(b)

Fig.4.28 Curve fit to experimental curves of muscle in 20kPa pressure condition (a)
and its coefficient ci (b).
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(a)

(b)

Fig.4.29 Curve fit to experimental curves of muscle in 50kPa pressure condition (a)
and its coefficient ci (b).
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(a)

(b)

Fig.4.30 Curve fit to experimental curves of muscle in 100kPa pressure condition
(a) and its coefficient ci (b).
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c2，c5　：　時間軸方向のオフセット量．

c3，c4　：　曲線の凸方向とその程度を決める量．

べき・指数積近似式をべき乗項と指数項で別々に考えると，べき乗項については，

c3<1で上凸傾向，c3>1で下凸傾向の曲線となる．指数項については，c4 の正負に

より，こちらも凸方向が上下に変化する形となる．そのため，2つの項の凸方向が

同じであると変曲がより大きくなり，異なると逆に小さくなる．そして，べき乗項

は指数項に比べて大きい挙動を示すことから，べき・指数積の近似曲線は，べき乗

項の c3が大まかな変曲傾向を定め，指数項の c4がその変曲具合を調整していると考

えられる．このように近似式のパラメーターの特性を考慮すれば，曲線近似をより

容易に行えるようになることが期待できる．

4.8 本章の結論

本章では，3要素固体モデルを応用して生体軟組織の粘弾性特性の評価を行った．

まず，より複雑な粘弾性変形挙動への適用を目的として，既存の 3要素固体モデル

の物性値にひずみ依存性を付加することで非線形化した物性パラメーターの算出手

法を提案した．3つのひずみ速度での引張試験における応力－時間曲線を基準データ

とし，ここから物性パラメーターを算出する本手法について，まず既知の一定物性

値を有する 3要素固体モデルから得られる基準データに適用することで有効性を示

した．次に，生体軟組織であるニワトリの深胸筋から作製した試験片から基準デー

タを取得し，物性パラメーターを算出した．この結果では，弾性部Young率Ee と

粘性コンプライアンスCについて非線形性を確認し，他方で粘弾性部Young率Eve

はほぼ一定値であった．この物性パラメーターによるシミュレーション結果と実験

結果の比較では，緩和後の応力値に差異が発生した．これについては，ニワトリの

深胸筋に対して ε̇γ = 0.005/sでは粘性を無視できないことが起因しているとし，基

準データの補正法を提案することで，その有効性を確認した．また，シミュレーショ

ン結果では，負荷過程における応力－時間曲線の形状でうねりを確認した．これに

対しては，パラメーター算出法の中で基準データに多項式近似を用いたことが起因

しているとして，べき・指数積近似式を提案し，その有効性と汎用性を示した．
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第5章 結　論

5.1 本論文のまとめ

本論文では，生体軟組織の粘弾性特性の評価手法と計測システムの開発について

検討を行った．まず粘弾性特性の評価法については，粘弾性構成モデルの中から最も

少ない要素数と考えられる 3要素固体モデルを選定し，引張試験による評価を行う

ために高速引張試験機と疑似生体内環境槽で構成した計測システムを開発した．こ

の計測システムを使用して生体軟組織であるニワトリの深胸筋から作製した試験片

に対して，一定ひずみ速度における引張を行う負荷過程と変形停止後の応力緩和過

程における応力－時間曲線を取得した．これにより，負荷過程における複雑な変形

挙動と応力緩和過程での時間の経過に伴った応力の減少を観察するとともに，大き

なバラツキや負荷過程における曲線形状のゆらぎ・うねりといった不規則性を有す

る生体軟組織の基礎的な力学的特性を示した．

次に，このような生体軟組織の複雑な変形挙動を評価するために，3要素固体モ

デルの各要素にひずみ依存性を付加することで非線形化した物性パラメーターを算

出する手法を提案した．この手法は，3つのひずみ速度による引張試験から得られ

る応力－時間曲線を基準データとして算出するもので，これをニワトリの深胸筋か

ら作製した試験片から得られた基準データに適用し，各物性パラメーターを算出し

た．ここでは特に，基準データの補正法と，基準データを近似するために提案した

べき・指数積近次式を使用することにより，有効な物性パラメータを算出すること

ができることを示した．

以上により，3要素固体モデルの物性パラメーター算出手法と極低速ひずみ速度

における基準データの補正法，べき・指数積近次式を使用した基準データの近似法

を併せることで，有効な生体軟組織の粘弾性評価法として示した．

114
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5.2 現状と今後の展望

4.3節に示したように，本論文で示した手法は引張試験を行うことから，生体を

傷つけずに基準データを得ることができず，よってヒトへの適用は困難である．し

かしながら近年，佐久間らによって生体を傷つけない大きさの球圧子を使用した押

込試験によって応力－ひずみ関係を明らかにする技術が確立されてきている (1)(2)．

近年では，この技術を応用して（株）堀内電機製作所から図 5.1に示す柔さ計測ロ

ボット「SOFTMEASURE」も発売された．ここで，本論文で示した粘弾性特性の

評価法は，3つのひずみ速度における応力－時間曲線から物性パラメータを算出す

るため，この基準データを球圧子押込試験により得ることができれば，ヒトへの適

用も可能となる．具体的には押込み方向に対する物性パラメーターを取得すること

で，疾患の特定検査に関する技術への応用や，触診・指圧などから得られる感覚と

の関連付けに繋げることができると考えられる．また，これについては生体に限ら

ず，図 2.6に示した粘弾性挙動を観察できる材料に対して適用可能であることから，

高分子材料や食品などの製品に対しての評価法としても期待できると考えられる．

Fig.5.1 SOFTMEASURE.
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